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【 基準等の略称について 】 

○国基準訪問型サービス要綱 

茅ヶ崎市指定相当第１号事業に係る国基準訪問型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定め

る要綱 

 

○訪問型サービスＡ要綱 

茅ヶ崎市指定相当第１号事業に係る訪問型サービスＡの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める要

綱 

 

○国基準サービス逐条解説 

茅ヶ崎市指定相当第１号事業に係る国基準訪問型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定め

る要綱並びに茅ヶ崎市指定相当第１号事業に係る国基準通所型サービスの事業の人員、設備及び運営に関す

る基準を定める要綱の逐条解説 

 

○サービスＡ逐条解説 

茅ヶ崎市指定相当第１号事業に係る訪問型サービスＡの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める要

綱並びに茅ヶ崎市指定相当第１号事業に係る通所型サービスＡの事業の人員、設備及び運営に関する基準を

定める要綱の逐条解説 

 

○指定居宅サービス等基準 

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３７号） 

 

○指定障害福祉サービス等基準 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人

員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号） 

 

○居宅サービス額の算定に関する留意事項 

 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用

具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意

事項について（平成１２年老企３６号） 

 

○額の算定に関する要綱 

茅ヶ崎市指定相当第１号事業に要する費用の額の算定に関する基準を定める要綱 

 

○額の算定に関する留意事項 

茅ヶ崎市指定相当第１号事業に要する費用の額の算定に関する基準を定める要綱の制定に伴う実施上の留意

事項について 
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Ⅰ 業務内容・基本方針 

 

１ 業務内容 

○国基準訪問型サービス【国基準訪問型サービス要綱 第２条（１１）】 

 旧介護予防訪問介護に相当するもので、居宅要支援被保険者等の介護予防（身体上又は精神上の障害がある

ために入浴、排せつ、食事等の日常生活における基本的な動作の全部若しくは一部について常時介護を要し、

又は日常生活を営むのに支障がある状態の軽減又は悪化の防止をいう。以下同じ。）を目的として、当該居宅

要支援被保険者等の居宅において、介護福祉士又は法第８条第２項に規定する政令で定める者（施行規則第２

２条の２３第１項に規定する介護職員初任者研修課程を修了した者に限る。）により、介護保険法施行規則

（以下「施行規則」という。）第１４０条の６２の５第１項で定める期間にわたり行われる入浴、排せつ、食

事等の介護、調理、洗濯、掃除等の家事（居宅要支援被保険者等が単身の世帯に属するため又はその同居して

いる家族等の障害、疾病等のため、これらの者が自ら行うことが困難な家事であって、居宅要支援被保険者等

の日常生活上必要なものをいう。以下同じ。）、生活等に関する相談及び助言その他の居宅要支援被保険者等に

必要な日常生活上の支援をいう。 

 

○訪問型サービスＡ【訪問型サービスＡ要綱 第２条（１１）】 

 居宅要支援被保険者等の介護予防を目的として、当該居宅要支援被保険者等の居宅において、市が実施する

生活援助員研修（茅ヶ崎市介護予防・日常生活支援総合事業担い手研修実施要綱（平成２９年１月２３日施

行）に規定する生活援助員研修をいう。以下同じ。）を修了した者、介護福祉士その他介護保険法施行令（平

成１０年政令第４１２号。以下「政令」という。）第３条で定める者により、施行規則第１４０条の６２の５

第１項で定める期間にわたり行われる、調理、洗濯、掃除、買い物支援等の家事、生活等に関する相談及び助

言その他の居宅要支援被保険者等に必要な日常生活上の支援をいう。 

 

２ 基本方針 

○国基準訪問型サービス【国基準訪問型サービス要綱 第４条】 

指定相当第１号事業に該当する第１号訪問事業として行うサービス（以下「指定国基準訪問型サービス」と

いう。）の事業は、その利用者が可能な限りその居宅において、要支援状態の維持若しくは改善を図り、又は

要介護状態若しくは要支援状態（以下「要介護状態等」という。）となることを予防し、自立した日常生活を

営むことができるよう、入浴、排せつ、食事の介護その他の生活全般にわたる支援を行うことにより、利用者

の心身機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指すものでなければならない。 

 

○訪問型サービスＡ【訪問型サービスＡ要綱 第４条】 

 指定相当第１号事業に該当する第１号訪問事業として行う（以下「指定訪問型サービスＡ」という。）の事

業は、その利用者が可能な限りその居宅において、要支援状態の維持若しくは改善を図り、又は要介護状態若

しくは要支援状態（以下「要介護状態等」という。）となることを予防し、自立した日常生活を営むことがで

きるよう、調理、洗濯、掃除、買い物支援その他の生活援助を行うことにより、利用者の心身機能の維持回復

を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指すものでなければならない。 
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Ⅱ 人員基準について 

１ 管理者           【国基準訪問型サービス要綱 第６条】【訪問型サービスＡ要綱 第６条】 

事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。 

ただし、以下の場合であって、管理業務に支障がないと認められるとき（※）には、他の職務又は同一事業者

によって設置された他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務を兼ねることができるものとする。 

 なお、管理者は訪問介護員等又は生活援助員等である必要はない。 

 

※ 他の事業所、施設等の職務に従事する時間帯も、当該国基準訪問型サービス事業所の利用者へのサービス提

供の場面等で生じる事象を適時かつ適切に把握でき、職員及び業務の一元的な管理・指揮命令に支障が生じ

ないとき 
 

 【ポイント】「支障がある」と考えられる場合とは 

・管理すべき事業所数が過剰であると個別に判断される場合 

・併設される入所施設において入所者に対しサービス提供を行う看護・介護職員と兼務する場合（施設に 

おける勤務時間が極めて限られている場合を除く。） 

・事故発生時等の緊急時において管理者自身が速やかに当該事業所又は利用者へのサービス提供の現場に 

駆け付けることができない体制となっている場合 

【国基準サービス逐条解説 第３Ⅰ１(３)】【サービスＡ逐条解説 第３Ⅰ１(３)】【居宅基準 第６条】 

 

２ サービス提供責任者（サービスＡ提供責任者）【国基準訪問型サービス要綱 第５条】【訪問型サービスＡ要綱 第５条】 

【国基準サービス逐条解説 第３Ⅰ１(２)】【サービスＡ逐条解説 第３Ⅰ１(２)】 

 サービス提供責任者は、指定国基準訪問型サービス事業実施者は、事業所ごとに配置する訪問介護員のう

ち、利用者の数に応じて算出したサービス提供責任者を置く。 

 

（１）資格                                             

  サービス提供責任者及びサービスＡ提供責任者になれる資格は次のとおり。 

【厚生労働大臣が定めるサービス提供責任者について（平成２４年３月１３日厚労告１１８号）】 

・介護福祉士 

 ・実務者研修修了者 

・介護職員基礎研修課程又は一級課程修了者 

・指定障害福祉サービス等基準第５条第２項に規定するサービス提供責任者 

（指定居宅サービス等基準 第３９条の２に規定する共生型訪問介護の提供に当たる者に限る） 

・生活援助員研修修了者（※サービスＡ提供責任者のみ） 

【ポイント】 

 常勤のサービス提供責任者（サービスＡ提供責任者）は、業務に支障がない範囲に限り、当該国基準訪問型

サービス事業所（訪問型サービスＡ事業所）の管理者を兼務することができる。また、当該事業所と同一敷地

内にある場合は、次の業務について兼務が可能である。 

・ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所又は指定夜間対応型訪問介護事業所 

・ 当該事業所と一体的に運営される訪問型サービスＡ事業所（国基準訪問型サービス事業所）のサービス

Ａ提供責任者（サービス提供責任者） 
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（２）必要員数 

 国基準訪問型サービス  

・ 常勤の訪問介護員等のうち、利用者の数が４０又はその端数を増すごとに１人以上の者をサービス提供

責任者としなければならない。この場合において、当該サービス提供責任者の員数については、利用者の

数に応じて常勤換算方法によることができる。 

指定国基準訪問型サービス事業所ごとに最小限必要な員数として定められたものであり、１人のサービス提 

供責任者が担当する利用者の数の上限を定めたものではないことに留意するとともに、業務の実態に応じて 

必要な員数を配置するものとする。  

 

・ ただし、以下の要件を満たす場合には、利用者の数が５０又はその端数を増すごとに１人以上の者をサ 

ービス提供責任者として配置することができる。 

 

【サービス提供責任者の配置を利用者の数が５０又はその端数を増すごとに１人以上とする場合の要件】 

①常勤のサービス提供責任者を３人以上配置していること。 

②サービス提供責任者の業務に主として従事する者を１人以上配置していること。 

※「サービス提供責任者の業務に主として従事する者」とは、サービス提供責任者である者が当該事業

所の訪問介護員として行ったサービス提供時間（事業所における待機時間や移動時間を除く。）が、

１月あたり３０時間以内であること。 

③サービス提供責任者が行う業務が効率的に行われている場合 

※例えば、以下のような取組が行われていること 

(a) 訪問介護員の勤務調整（シフト管理）について、業務支援ソフトなどの活用により、迅速な

調整を可能としていること 

(b) 利用者情報（国基準訪問型サービス計画やサービス提供記録等）について、タブレット端末

やネットワークシステム等の IT 機器・技術の活用により、職員間で円滑に情報共有することを

可能としていること 

(c) 利用者に対して複数のサービス提供責任者が共同して対応する体制（主担当や副担当を定め

ている等）を構築する等により、サービス提供責任者業務の中で生じる課題に対しチームとし

て対応することや、当該サービス提供責任者が不在時に別のサービス提供責任者が補完するこ

とを可能としていること  

 

・ 指定国基準訪問型サービス事業者が指定訪問介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定国基準訪問型

サービスの事業と指定訪問介護とが同一の事業所において一体的に運営されている場合については、指定

居宅サービス等基準第５条第１項から第４項までに規定する人員に関する基準を満たすことをもって、規

定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

 

 訪問型サービスＡ  

・ サービスＡ提供責任者の員数は１人以上確保すること。 

指定訪問型サービスＡ事業所ごとに、業務の実態に応じて必要な員数を配置するものとする。 
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（３）利用者の数の計算方法 

  利用者の数については、前３月の平均値を用いる。この場合、前３月の平均値は、暦月ごとの実利用者の

数を合算し、３で除して得た数とする。なお、新たに事業を開始し、又は再開した事業所においては、適切

な方法により利用者の数を推定するものとする。 

 

（４）勤務形態 

 国基準訪問型サービス  

 ・ 原則として、専ら指定国基準訪問型サービスに従事するものをもって充てなければならない。 

 ・ 常勤のサービス提供責任者（サービスＡ提供責任者）は、業務に支障がない範囲に限り、当該国基準

訪問型サービス事業所（訪問型サービスＡ事業所）の管理者を兼務することができる。 

また、当該事業所と同一敷地内にある場合は、次の業務について兼務が可能である。 

Ⅰ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護又は指定夜間対応型訪問介護 

Ⅱ 当該事業所と一体的に運営される訪問型サービスＡ事業所（国基準訪問型サービス事業所）のサ

ービスＡ提供責任者（サービス提供責任者） 

 

・ 原則として常勤のものから選任するものとされたが、その具体的取扱いは次のとおりとする。 

（ア）専ら指定国基準訪問型サービスの職務に従事する者であること。 

（イ）（ア）にかかわらず、同一敷地内にある指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所又は指定夜間

対応型訪問介護事業所の職務に従事することができる。また、当該事業所と一体的に運営される訪問

型サービスＡ事業所（国基準訪問型サービス事業所）のサービスＡ提供責任者（サービス提供責任

者） 

この場合、それぞれの職務については、同時並行的に行われることが差し支えないと考えられるものであ

ることから、当該者についてはそれぞれの事業所における常勤要件を満たすものであること。 

 ※事業規模に応じて、利用者の数に応じて常勤換算方法により非常勤のサービス提供責任者を配置すること 

ができる。 

 

・ 利用者の数に応じて常勤換算方法によることができることとされたが、その具体的取扱いは次のとおり

とする。なお、サービス提供責任者として配置することができる非常勤職員については、当該事業所にお

ける勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の訪問介護員等が勤務すべき時間数（３２時間

を下回る場合は３２時間を基本とする。）の２分の１以上に達している者でなければならない。 

（ア＊）利用者の数が４０人を超える事業所については、常勤換算方法とすることができる。この場合にお

いて、配置すべきサービス提供責任者の員数は、利用者の数を４０で除して得られた数（小数第１位に

切り上げた数）以上とする。 

（イ）（ア＊）に基づき、常勤換算方法とする事業所については、以下に掲げる員数以上の常勤のサービス

提供責任者を配置するものとする。 

（ａ）利用者の数が４０人超２００人以下の事業所 

常勤換算方法としない場合に必要となるサービス提供責任者の員数から１を減じて得られる数以上 

（ｂ）利用者の数が２００人超の事業所 
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常勤換算方法としない場合に必要となるサービス提供責任者の員数に２を乗じて３で除して得られ

た数（１の位に切り上げた数）以上 

 

具体例を示すと P.11 の別表一に示す常勤換算方法を採用する事業所で必要となる常勤のサービス提供責

任者数以上の常勤のサービス提供責任者を配置するものとする。 

また、利用者５０人につきサービス提供責任者を１人以上配置することとしている事業所の場合は、P.11

の別表二に示すサービス提供責任者を配置するものとする。 

  

 訪問型サービスＡ  

・ 指定訪問型サービスＡ事業者が指定訪問介護又は指定国基準訪問型サービスの指定を現に受けている

場合であって、かつ、指定訪問型サービスＡ事業所がこれらの事業を行う事業所を兼ねる場合にあって

は、指定居宅サービス等基準第５条第２項から第５項まで及び国基準訪問型サービス要綱第５条第２項

から第５項までの定めるところにより置くべきサービス提供責任者に第１項の訪問型サービスＡ提供責

任者を兼ねることができる。 

・ 前項の規定は、指定訪問介護又は指定国基準訪問型サービスの事業が指定居宅サービス等基準第５条第

１項又は国基準訪問型サービス要綱第５条第１項に規定する基準を満たしている場合であって、かつ、指

定訪問介護又は指定国基準訪問型サービスの利用者の数を４０（指定居宅サービス等基準第５条第５項又

は国基準訪問型サービス基準第５条第５項に規定する場合にあっては、５０）で除して得た数に１未満の

端数がある場合に限り、適用する。 
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別表一  常勤換算方法を採用する事業所で必要となる常勤のサービス提供責任者数 

利用者の数 （ア＊）に基づき置かなければならない常勤

のサービス提供責任者数 

常勤換算方法を採用する事業所で必要

となる常勤のサービス提供責任者数 

４０人以下 １ １ 

４０人超８０人以下 ２ １ 

８０人超１２０人以下 ３ ２ 

１２０人超１６０人以下 ４ ３ 

１６０人超２００人以下 ５ ４ 

２００人超２４０人以下 ６ ４ 

２４０人超２８０人以下 ７ ５ 

２８０人超３２０人以下 ８ ６ 

３２０人超３６０人以下 ９ ６ 

３６０人超４００人以下 １０ ７ 

４００人超４４０人以下 １１ ８ 

４４０人超４８０人以下 １２ ８ 

４８０人超５２０人以下 １３ ９ 

５２０人超５６０人以下 １４ １０ 

５６０人超６００人以下 １５ １０ 

６００人超６４０人以下 １６ １１ 

 

 

別表ニ 常勤換算方法を採用する事業所で必要となる常勤のサービス提供責任者数（国基準訪問型サービス要

綱第５条第５項の規定の適用を受ける指定国基準訪問型サービス事業所の場合） 

利用者の数 国基準訪問型サービス要綱第５条第５項の規定の適

用を受ける国基準訪問型サービス事業所が置かなけ

ればならない常勤のサービス提供責任者数 

常勤換算方法を採用する事業所で必要

となる常勤のサービス提供責任者数 

５０人以下 ３ ３ 

５０人超１００人以下 ３ ３ 

１００人超１５０人以下 ３ ３ 

１５０人超２００人以下 ４ ３ 

２００人超２５０人以下 ５ ４ 

２５０人超３００人以下 ６ ４ 

３００人超３５０人以下 ７ ５ 

３５０人超４００人以下 ８ ６ 

４００人超４５０人以下 ９ ６ 

４５０人超５００人以下 １０ ７ 

５００人超５５０人以下 １１ ８ 

５５０人超６００人以下 １２ ８ 

６００人超６５０人以下 １３ ９ 
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３ 訪問介護員等 《 国基準訪問型サービス 》         【国基準訪問型サービス要綱 第５条】 

（１）資格                                             

・介護福祉士 ・実務者研修修了者 ・介護職員初任者研修修了者 

・後述の「訪問介護員の具体的範囲について」に該当する者 

 

（２）必要員数及び勤務形態                                     

訪問介護員等（サービス提供責任者を含む）の合計勤務時間は、常勤換算方法で、２．５人分以上必要 

 

・ 指定国基準訪問型サービス事業所における訪問介護員等の員数については、常勤換算方法で２．５人以

上と定められたが、これについては、職員の支援体制等を考慮した最小限の員数として定められたもので

あり、各地域におけるサービス利用の状況や利用者数及び指定国基準訪問型サービスの事業の業務量を考

慮し、適切な員数の職員を確保するものとする。 

・ 勤務日及び勤務時間が不定期な訪問介護員等（以下「登録訪問介護員等」という。）についての勤務延

時間数の算定については、次のとおりの取扱いとする。 

（ア）登録訪問介護員等によるサービス提供の実績がある事業所については、登録訪問介護員等１人当た

りの勤務時間数は、当該事業所の登録訪問介護員等の前年度の週当たりの平均稼働時間（サービス提

供時間及び移動時間をいう。）とすること。 

（イ）登録訪問介護員等によるサービス提供の実績がない事業所又は極めて短期の実績しかない等のため

（ア）の方法によって勤務延時間数の算定を行うことが適当でないと認められる事業所については、

当該登録訪問介護員等が確実に稼働できるものとして勤務表に明記されている時間のみを勤務延時間

数に算入すること。なお、この場合においても、勤務表上の勤務時間数は、サービス提供の実績に即

したものでなければならないため、勤務表上の勤務時間と実態が乖離していると認められる場合に

は、勤務表上の勤務時間の適正化の指導の対象となるものであること。 

（ウ）出張所等があるときは、常勤換算を行う際の事業所の訪問介護員等の勤務延時間数には、出張所   

等における勤務延時間数も含めるものとする。 

【国基準サービス逐条解説 第３Ⅰ１(１)】 
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訪問介護員の具体的範囲について 
平成１３年３月２７日適用 

一部改正 平成１７年４月 １日適用 
一部改正 平成１８年６月２０日適用 
一部改正 平成２２年４月 １日適用 
一部改正 平成２５年４月 １日適用 

一部改正 平成３０年１２月１０日適用 
 

神奈川県福祉子どもみらい局福祉部地域福祉課 
 

神奈川県における訪問介護員の具体的範囲については、平成２４年３月２８日付け老振発０３２８第９号厚
生労働省老健局振興課長通知「介護員養成研修の取扱細則について（介護職員初任者研修・生活援助従事者研
修関係）」及び平成１２年３月１日付け老企第３６号厚生省老人保健福祉局企画課長通知「指定居宅サービス
に要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）
及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」に基づ
き、次のとおりとします。 

 資格・要件等 証明書等 研修等実施者（証明を所

管する機関） 

研修等の実施 

時期 

旧課程相

当級 

１ 介護職員初任者研修修了者 修了証明書 ・都道府県 

・都道府県の指定を受け

た養成研修事業者 

平成25年度～  

２ 社会福祉士法及び介護福祉士法に基づく実務者研修修

了者 

修了証明書 ・厚生労働大臣の指定を

受けた介護福祉士実務者

養成施設 

平成24年度～ 1級 

３ 訪問介護員養成研修課程修了者（1級、2級） 修了証明書 ・都道府県 

・都道府県の指定を受け

た養成研修事業者 

平成12年度～平成24年度

(平成24年度中に開講し平

成25年度中に修了した研修

も含む。) 

該当する

各研修課

程 

４ 介護職員基礎研修課程修了者 修了証明書 ・都道府県 

・都道府県の指定を受け

た養成研修事業者 

平成18年10月～平成24年度

(平成24年度中に開講し平

成25年度中に修了した研修

も含む。) 

 

５ ホームヘルパー養成研修修了者 

（1級、2級）(平成3年6月27日付け厚生省通知「ホー

ムヘルパー養成研修事業の実施について」、平成7年7

月31日付け厚生省通知「ホームヘルパー養成研修事業

の実施について」) 

修了証書 ・都道府県 

・指定都市 

・都道府県、指定都市及

び厚生省から指定を受け

た養成研修事業者 

平成3年度～平成11年度(平

成11年度中に指定を受け平

成12年度に実施した研修も

含む。) 

該当する

各研修課

程 

６ 家庭奉仕員講習会修了者(昭和62年6月26日付け厚生省

通知「家庭奉仕員講習会推進事業の実施について」) 

修了証書 ・都道府県 

・指定都市 

昭和62年度～平成2年度 1級 

７ 家庭奉仕員採用時研修修了者 

(昭和57年9月8日付け厚生省通知「家庭奉仕員の採用

時研修について」) 

修了証書等 ・市町村 

・都道府県 

昭和57年度～ 

昭和61年度 

1級 
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８ 昭和57年以前に県内で家庭奉仕員として活動していた

者 

家庭奉仕員と

して市町村で

従事していた

旨の証明書 

・県内市町村 ～昭和57年 2級 

９ 神奈川県立紅葉ヶ丘高等職業技術校、同小田原高等職

業技術校及び横浜市中央職業訓練校の介護に関する訓

練課の昭和57年度～平成3年度の修了者 

修了証書 ・各高等職業技術校等 昭和57年度～ 

平成3年度 

1級 

10 看護師 免許状 厚生労働省  1級 

11 准看護師 免許状 ・都道府県  1級 

12 保健師 免許状 ・厚生労働省  1級 

13 居宅介護職員初任者研修修了者（「指定居宅介護等の

提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの」

（平成18年9月29日厚生労働省告示第538号）） 

修了証明書 ・都道府県の指定を受け

た養成研修事業者 

平成25年度～  

14 居宅介護従業者養成研修修了者（1級、2級） 

（「指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働

大臣が定めるもの」（平成18年9月29日厚生労働省告

示第538号））（「指定居宅介護等の提供に当たる者

として厚生労働大臣が定めるもの」（平成18年3月31

日厚生労働省告示第209号））（「指定居宅介護及び

基準該当居宅介護の提供に当たる者として厚生労働大

臣が定めるもの」（平成15年3月24日厚生労働省告示

第110号）） 

修了証明書 ・都道府県 

・指定都市、中核市(平

成17年度まで) 

・都道府県、指定都市及

び中核市の指定を受けた

養成研修事業者(指定都

市・中核市指定は平成18

年9月まで) 

平成15年度～平成24年度

(平成24年度中に開講し平

成25年度中に修了した研修

も含む。) 

該当する

各研修課

程 

15 障害者（児）ホームヘルパー養成研修修了者（1級、2

級）（平成13年6月20日付け障発第263号厚生労働省通

知「障害者（児）ホームヘルパー養成研修事業の実施

について」） 

修了証明書 ・都道府県 

・指定都市 

・都道府県の指定を受け

た養成研修事業者 

平成13年度～ 

平成14年度 

該当する

各研修課

程 

 生活援助従事者研修修了者 修了証明書 ・都道府県 

・都道府県の指定を受け

た養成研修事業者 

平成30年度～  

※ 訪問介護に従事する場合の証明書は、各資格、要件等に係る上記の証明書等をもって替えることができる

ものとします。 

※ なお、介護福祉士も、「訪問介護」サービス及び「国基準訪問型サービス」を提供できる者にあたりま

す。 

※ 生活援助従事者研修修了者は、訪問介護の「生活援助中心型サービス」に従事する者にあたります。 
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４ 生活援助員等 《 訪問型サービスＡ 》  【訪問型サービスＡ要綱 第５条】【サービスＡ逐条解説 第３Ⅰ１】 

（１）資格 

・茅ヶ崎市介護予防・日常生活支援総合事業担い手研修実施要綱に規定する生活援助員研修修了者 

・介護福祉士  ・実務者研修修了者  ・介護職員初任者研修修了者 ・生活援助員従事者研修修了者 

 

（２）必要員数及び勤務形態 

・ 利用者の数に応じて必要数と認められる数以上とする。 

・ 生活援助員は、サービスＡ提供責任者を兼ねることができる。 

・ 生活援助員等の員数については、利用者の数に応じて必要な数と定めたが、これについては、各地域に

おけるサービス利用の状況や利用者数及び指定訪問型サービスＡの事業の業務量を考慮し、適切な員数の

職員を確保するものとする。 

・ 勤務日及び勤務時間が不定期な生活援助員等（以下「登録生活援助員等」という。）についての勤務延時

間数の算定については、次のとおりの取扱いとする。 

（ア）登録生活援助員等によるサービス提供の実績がある事業所については、登録生活援助員等１人当たり

の勤務時間数は、当該事業所の登録生活援助員等の前年度の週当たりの平均稼働時間（サービス提供時

間及び移動時間をいう。）とすること。 

（イ）登録生活援助員等によるサービス提供の実績がない事業所又は極めて短期の実績しかない等のため（ア）

の方法によって勤務延時間数の算定を行うことが適当でないと認められる事業所については、当該登録

生活援助員等が確実に稼働できるものとして勤務表に明記されている時間のみを勤務延時間数に算入す

ること。なお、この場合においても、勤務表上の勤務時間数は、サービス提供の実績に即したものでな

ければならないため、勤務表上の勤務時間と実態が乖離していると認められる場合には、勤務表上の勤

務時間の適正化の指導の対象となるものであること。 

 

５ 指定居宅サービスと指定相当第１号事業の一体的運営等について    【サービスＡ逐条解説 第２ ３】 

指定居宅サービス又は基準該当居宅サービスに該当する各事業を行う者が、指定相当第１号事業に該当する

各事業者の指定を併せて受け、かつ、指定居宅サービス又は基準該当居宅サービスの各事業と指定第１号事業

の各事業とが同じ事業所で一体的に運営されている場合については、施行規則第１４０条の６３の６第１項第

１号の規定に基づく第 1 号事業における各基準を満たすことによって、基準を満たしているとみなすことがで

きる等の取扱いを行うことができるとされたが、その意義は次の通りである。 

 

例えば、訪問介護においては、指定居宅サービスにおいても、国基準訪問型サービスにおいても、訪問介護

員等を常勤換算方法で２．５人以上配置しなければならないとされているが、同じ事業所で一体的に運営して

いる場合には、合わせて常勤換算方法で５人以上を置かなければならないという趣旨ではなく、常勤換算方法

で２．５人以上配置していることで、指定居宅サービスに該当する訪問介護も、国基準訪問型サービスも、双

方の基準を満たすこととする。 

要するに、人員についても、設備、備品についても、同一の事業所で一体的に運営する場合にあっては、例

えば、従前から、指定居宅サービス事業を行っている者が、従来通りの体制を確保していれば、国基準訪問型

サービス要綱及び訪問型サービスＡ要綱の基準も同時に満たしていると見なすことができる。 
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なお、居宅サービスと第１号事業を同一の拠点において運営している場合であっても、完全に体制を分離し

て行われており一体的に運営されているとは評価されない場合にあっては、人員についても設備、備品につい

てもそれぞれが独立して基準を満たす必要があるので留意されたい。 

 また、例えば、指定居宅サービス及び施行規則第１４０条の６３の６第１号の規定に基づく指定相当第１号

事業と施行規則第１４０条の６３の６第２号に規定された基準（以下「緩和した基準」という。）による第１号

訪問事業等を一体的に運営する場合には、緩和した基準による第１号訪問事業等については、市がサービス内

容等に応じて基準を定められるが、例えば、サービス提供責任者であれば、要介護者数で介護給付の基準を満

たす必要があるので留意されたい。 
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Ⅲ 設備基準について 

※国基準訪問型サービスと訪問型サービスＡで内容が重複している部分については、国基準訪問型サービス

を訪問型サービスＡに読み替えてください。 

１ 設備及び備品       【国基準訪問型サービス要綱 第７条】【訪問型サービスＡ要綱 第７条】 

（１）事業の運営を行うために必要な広さを有する専用の区画を設けるほか、サービスの提供に必要な設備及

び備品等を備えなければならない。 

（２）指定国基準訪問型サービス事業実施者が指定訪問介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定国基準訪

問型サービスの事業と指定訪問介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合につい

ては、指定居宅サービス等基準第７条第１項に規定する設備に関する基準を満たすことをもって、前項に

規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

 

・事務室：事業の運営を行うために必要な面積を有する専用の事務室を設けることが望ましいが、間仕切りす

る等他の事業の用に供するものと明確に区分される場合は、他の事業と同一の事務室であっても差

し支えない。なお、この場合に、区分がされていなくても業務に支障がないときは、指定国基準訪

問型サービスの事業を行うための区画が明確に特定されていれば足りるものとする。 

・相談室：利用申込の受付、相談等に対応するのに適切なスペース 

・感染症予防に必要な設備等：手指殺菌剤の設置等 

 ⇒他の事業所、施設等と同一敷地内にある場合であって、指定国基準訪問型サービス事業又は当該他の事所

業、施設等の運営に支障がない場合は、当該他の事業所、施設等に備え付けられた設備及び備品等を使用

することができる。 

【国基準サービス逐条解説 第３Ⅰ２】【サービスＡ逐条解説 第３Ⅰ２】 
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Ⅳ 運営基準について 

※ 国基準訪問型サービスと訪問型サービスＡで内容が重複している部分については、国基準訪問型サービスを訪問

型サービスＡに読み替えてください。 

１ サービス開始前に 

（１）内容及び手続の説明及び同意 【国基準訪問型サービス要綱 第８条】【訪問型サービスＡ要綱 第８条】 

・指定国基準訪問型サービス事業実施者は、指定国基準訪問型サービスの提供の開始に際し、あらかじめ、利

用申込者又はその家族に対し、運営規程の概要、訪問介護員等の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの

選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者

の同意を得なければならない。 

 

・指定国基準訪問型サービス事業実施者は、利用申込者又はその家族からの申出があった場合には、前項の文

書の交付に代えて、当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を電子情報処理

組織（指定国基準訪問型サービス事業実施者の使用に係る電子計算機と利用申込者又はその家族の使用に係る

電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。以下この項において同じ。）を使用する方

法その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの（以下この条において「電磁的方法」とい

う。）により提供することができる。この場合において、当該指定国基準訪問型サービス事業実施者は、当該

文書を交付したものとみなす。 

① 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの 

ア 指定国基準訪問型サービス事業実施者の使用に係る電子計算機と利用申込者又はその家族の使用に

係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられ

たファイルに記録する方法 

イ 指定国基準訪問型サービス事業実施者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された

前項に規定する重要事項を電気通信回線を通じて利用申込者又はその家族の閲覧に供し、当該利用申込

者又はその家族の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該重要事項を記録する方法（電磁的

方法による提供を受ける旨の承諾又は受けない旨の申出をする場合にあっては、指定国基準訪問型サー

ビス事業実施者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルにその旨を記録する方法） 

② 電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができ

ない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第４２条第１

項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）をもって調製するファイルに前項に規定する重要事項を記録

したものを交付する方法 

 

・前項に掲げる方法は、利用申込者又はその家族がファイルへの記録を出力することによる文書を作成するこ

とができるものでなければならない。 

 

・指定国基準訪問型サービス事業実施者は、第２項の規定により第１項に規定する重要事項を提供しようとす

るときは、あらかじめ、当該利用申込者又はその家族に対し、次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、

文書又は電磁的方法による承諾を得なければならない。 

(1) 第２項各号に掲げる方法のうち指定国基準訪問型サービス事業実施者が使用するもの 
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(2) ファイルへの記録の方式 

 

・前項の規定による承諾を得た指定国基準訪問型サービス事業実施者は、当該利用申込者又はその家族から文

書又は電磁的方法により電磁的方法による提供を受けない旨の申出があったときは、当該利用申込者又はその

家族に対し、第１項に規定する重要事項を電磁的方法によって提供してはならない。ただし、当該利用申込者

又はその家族が再び前項の規定による承諾をした場合は、この限りでない。 

「重要事項を記した文書」（＝重要事項説明書）に記載すべきと考えられる事項 

・運営規程の概要 

ア 法人、事業所の概要（法人名、事業所名、事業所番号、併設サービスなど） 

イ 営業日、営業時間、サービス提供日、サービス提供時間 

ウ 利用料 

エ 従業者の勤務体制 

オ 事故発生時の対応 

カ 苦情処理の体制（事業所担当、市町村、国民健康保険団体連合会などの相談・苦情の窓口も記載） 

キ 提供するサービスの第三者評価の実施状況（実施の有無、実施した直近の年月日、実施した評価機関

の名称、評価結果の開示状況）等 

※重要事項説明書の内容と運営規程の内容に齟齬がないようにすること。 

※重要事項を記した文書を説明した際には、内容を確認した旨及び交付したことがわかる旨の署名を得るこ

と。 

当該同意については、利用者及び指定国基準訪問型サービス事業実施者双方の保護の立場から書面によっ

て確認することが望ましい。 

【国基準サービス逐条解説 第３Ⅰ３（２）】【サービスＡ逐条解説 第３Ⅰ３（２）】 

 

（２） 提供拒否の禁止      【国基準訪問型サービス要綱 第９条】【訪問型サービスＡ要綱 第９条】 

指定国基準訪問型サービス事業実施者は、正当な理由なく指定国基準訪問型サービスの提供を拒んではなら

ない。 

指定国基準訪問型サービス事業実施者は、原則として、利用申込に対しては応じなければならないことを規

定したものであり、特に、居宅要支援被保険者等の状態や所得の多寡を理由にサービスの提供を拒否すること

を禁止するものである。また、利用者が特定のサービス行為以外の訪問介護サービスの利用を希望することを

理由にサービス提供を拒否することも禁止するものである（ただし、指定訪問介護事業所の事業運営の取扱等

について（平成１２年１１月１６日老振第７６号）と同趣旨とし、また当該規定の１を除く。）提供を拒むこと

のできる正当な理由がある場合は以下の通り。 

 ①当該事業所の現員からは利用申込に応じきれない場合 

 ②利用申込者の居住地が当該事業所の通常の事業の実施地域外である場合 

③その他利用申込者に対し自ら適切な指定国基準訪問型サービスを提供することが困難な場合 

【国基準サービス逐条解説 第３Ⅰ３（３）】【サービスＡ逐条解説 第３Ⅰ３（３）】 
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（３）サービス提供困難時の対応 【国基準訪問型サービス要綱 第１０条】【訪問型サービスＡ要綱 第１０条】 

 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、当該指定国基準訪問型サービス事業所の通常の事業の実施地域等

を勘案し、利用申込者に対し自ら適切な指定国基準訪問型サービスを提供することが困難であると認めた場合

は、当該利用申込者に係る地域包括支援センター等への連絡、適当な他の指定国基準訪問型サービス事業実施

者等の紹介その他の必要な措置を速やかに講じなければならない。 

 

（４）受給資格等の確認   【国基準訪問型サービス要綱 第１１条】【訪問型サービスＡ要綱 第１１条】 

・ 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、指定国基準訪問型サービス提供を求められた場合は、その

者の提示する被保険者証によって、被保険者資格並びに要支援認定の有無及び要支援認定の有効期間

（施行規則第１４０条の６２の４第２号に規定する第１号被保険者にあっては、被保険者資格及び同号

に規定する厚生労働大臣が定める基準の該当の有無）の該当の有無を確かめるものとする。 

・ 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、前項の被保険者証に、法第１１５条の３第２項の認定審査会意

見が記載されているときは、当該認定審査会意見に配慮して、指定国基準訪問型サービスを提供するように

努めなければならない。 

 

（５）要支援認定等の申請に係る援助  【国基準訪問型サービス要綱 第１２条】【訪問型サービスＡ要綱 第１２条】 

・ 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、指定国基準訪問型サービスの提供の開始に際し、要支援認定を

受けていない利用申込者（施行規則第１４０条の６２の４第２号に規定する者を除く。）については、要支援

認定の申請が既に行われているかどうかを確認し、申請が行われていない場合は、当該利用申込者の意思を

踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行わなければならない。 

・ 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、介護予防支援が利用者に対して行われていない等の場合であっ

て必要と認めるときは、要支援認定の更新の申請が当該利用者が受けている要支援認定の有効期間が終了す

る３０日前までにされるよう、必要な援助を行わなければならない。 

 

２ サービス提供開始に当たって 

（１）心身の状況等の把握    【国基準訪問型サービス要綱 第１３条】【訪問型サービスＡ要綱 第１３条】 

 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、指定国基準訪問型サービスの提供に当たっては、利用者に係る地

域包括支援センター等が開催するサービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環

境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければならない。 

 

（２）介護予防支援事業者等その他保険医療又は福祉サービス提供者との連携  

【国基準訪問型サービス要綱 第１４条】【訪問型サービスＡ要綱 第１４条】 

・ 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、指定国基準訪問型サービスを提供するに当たっては、地域包括

支援センター等その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければなら

ない。 

・ 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、指定国基準訪問型サービスの提供の終了に際しては、利用者又

はその家族に対して適切な指導を行うとともに、当該利用者に係る地域包括支援センター等に対する情報の

提供及び保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。 
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（３）介護予防サービス計画に沿ったサービスの提供【国基準訪問型サービス要綱 第１５条】【訪問型サービスＡ要綱 第１５条】 

指定国基準訪問型サービス事業実施者は、介護予防サービス計画が作成されている場合は、当該計画に沿っ

た指定国基準訪問型サービスを提供しなければならない。 

 

※介護予防サービス計画等に基づかないサービスについては、原則として介護報酬を算定することができない。 

 

（４）介護予防サービス計画の変更の援助 【国基準訪問型サービス要綱 第１６条】【訪問型サービスＡ要綱 第１６条】 

 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、利用者が介護予防サービス計画の変更を希望する場合は、当該利

用者に係る地域包括支援センター等への連絡その他の必要な援助を行わなければならない。 

 

３ サービス提供時 

（１）身分を証する書類の携行  【国基準訪問型サービス要綱 第１７条】【訪問型サービスＡ要綱 第１７条】 

 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、訪問介護員等に身分を証する書類を携行させ、初回の訪問のとき

及び利用者又はその家族から求められたときは、これを提示すべき旨を指導しなければならない。 

 この証書等には、当該指定国基準訪問型サービス事業所の名称、当該訪問介護員等の氏名を記載するものと

し、当該訪問介護員等の写真の貼付や職能の記載を行うことが望ましい。 

【国基準サービス逐条解説 第３Ⅰ３（８）】【サービスＡ逐条解説 第３Ⅰ３（８）】 

 

（２）サービスの提供の記録  【国基準訪問型サービス要綱 第１８条】【訪問型サービスＡ要綱 第１８条】 

・ 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、指定国基準訪問型サービスを提供した際には、当該指定国基準

訪問型サービスの提供日及び内容、当該指定国基準訪問型サービスについて支払を受ける第１号事業支給費

の額その他必要な事項を、利用者の介護予防サービス計画を記載した書面又はこれに準ずる書面に記載しな

ければならない。 

・ 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、指定国基準訪問型サービスを提供した際には、提供した具体的

なサービスの内容等を記録するとともに、利用者からの申出があった場合には、文書の交付その他適切な方

法により、その情報を利用者に対して提供しなければならない。 

・ サービスの提供日、内容（例えば、身体介護、生活援助の別）、第１号事業支給費の額その他必要な事項を、

利用者の介護予防サービス計画の書面又はサービス利用票等に記載しなければならない。 

・ 「その他適切な方法」とは、例えば、利用者の用意する手帳等に記載するなどの方法である。なお、提供

した具体的なサービスの内容等の記録は、５年間保存しなければならない。 

【国基準サービス逐条解説 第３Ⅰ３（９）】【サービスＡ逐条解説 第３Ⅰ３（９）】 

 

４ サービス提供後 

（１）利用料等の受領    【国基準訪問型サービス要綱 第１９条】【訪問型サービスＡ要綱 第１９条】 

・ 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、第１号事業支給費の支給を受けることのできる指定国基準訪問

型サービスを提供した際には、その利用者から利用料の一部として、当該指定国基準訪問型サービスに係る

第１号事業支給費基準額から当該指定国基準訪問型サービス事業実施者に支払われる第１号事業支給費の額

を控除して得た額の支払いを受けるものとする。 
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 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、第１号事業支給費の支給を受けることのできる指定国基準訪問型

サービスを提供した際には、利用者負担として、第１号事業支給費用基準額の１割、２割又は３割（施行規則

第１４０条の６３の２の規定の適用により第１号事業支給費の率が９割、８割又は７割ではない場合について

は、それに応じた割合）の支払いを受けなければならない。 

【国基準サービス逐条解説 第３Ⅰ３（１０）ア】【サービスＡ逐条解説 第３Ⅰ３（１０）ア】 

・ 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、第１号事業支給費の支給を受けることのできない指定国基準訪

問型サービスを提供した際に、その利用者から支払を受ける利用料の額と、指定国基準訪問型サービスに係

る第１号事業支給費基準額との間に、不合理な差額が生じないようにしなければならない。 

・ 指定国基準訪問型サービス事業実施者、前２項の支払いを受ける額のほか、利用者の選定により通常の事

業の実施地域以外の地域の居宅においてサービスを行う場合は、それに要した交通費の額の支払を利用者か

ら受けることができる。 

・ 指定国基準訪問型サービス事業実施者、前項の費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、

利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければ

ならない。 

・ 第１号事業支給費の対象となる指定国基準訪問型サービスと明確に区分されるサービスについては、次

のような方法により別の料金設定をして差し支えない。 

（ア）利用者に、当該事業が指定国基準訪問型サービスの事業とは別事業であり、当該サービスが第１号事

業支給費の対象とならないサービスであることを説明し、理解を得ること。 

（イ）当該事業の目的、運営方針、利用料等が、指定国基準訪問型サービス事業所の運営規程とは別に定め

られていること。 

（ウ）会計が指定国基準訪問型サービスの事業の会計と区分されていること。 

・ 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、指定国基準訪問型サービスの提供に関して、上記利用料のほ

かに、利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅において指定国基準訪問型サービスを

行う場合の交通費（移動に要する実費）の支払を利用者から受けることができることとし、第１号事業支

給費の対象となっているサービスと明確に区分されないあいまいな名目による費用の支払を受けることは

認めない。 

・ 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、交通費の支払を受けるに当たっては、あらかじめ、利用者又

はその家族に対してその額等に関して説明を行い、利用者の同意を得なければならない。 

【国基準サービス逐条解説 第３Ⅰ３（１０）】【サービスＡ逐条解説 第３Ⅰ３（１０）】 

 

５ サービス提供時の注意点 

（１）同居家族に対するサービス提供の禁止 【国基準訪問型サービス要綱 第２０条】【訪問型サービスＡ要綱 第２０条】 

 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、訪問介護員等に、その同居の家族である利用者に対する国基準訪

問型サービスの提供をさせてはならない。 

 

（２）利用者に関する市への通知 【国基準訪問型サービス要綱 第２１条】【訪問型サービスＡ要綱 第２１条】                                 

 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、指定国基準訪問型サービスを受けている利用者が次のいずれかに

該当する場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を市に通知しなければならない。 
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① 正当な理由なしに指定国基準訪問型サービスの利用に関する指示に従わないことにより、要支援状態の

程度を増進させたと認められるとき又は要介護状態になったと認められるとき。 

② 偽りその他不正な行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたとき。 

  

（３）緊急時等の対応    【国基準訪問型サービス要綱 第２２条】【訪問型サービスＡ要綱 第２２条】 

訪問介護員等は、現に指定国基準訪問型サービスの提供を行っているときに利用者に病状の急変が生じた場

合その他必要な場合は、速やかに主治の医師への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

 

６ 事業運営 

（１）介護保険等関連情報の活用とＰＤＣＡサイクルの推進について  

【国基準訪問型サービス要綱第３条第４項】【訪問型サービスＡ要綱第３条第４項】 

 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、指定相当第１号事業のサービスを提供するに当たっては、介護保

険法（以下「法」という。）第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、

適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

 指定相当第１号事業のサービスの提供に当たっては、法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情

報等を活用し、事業所単位でＰＤＣＡサイクルを構築・推進することにより、提供するサービスの質の向上に

努めなければならない。この場合において、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ：Long-term care Information 

system For Evidence）」に情報を提出し、当該情報及びフィードバック情報を活用することが望ましい。 

【国基準サービス逐条解説 第３Ⅰ３（１）】【サービスＡ逐条解説 第３Ⅰ３（１）】 

 

（２）管理者及びサービス提供責任者の責務 【国基準訪問型サービス要綱第２３条】【訪問型サービスＡ要綱第２３条】 

・ 指定国基準訪問型サービス事業所の管理者は、従業者及び業務の管理を一元的に行わなければならない。 

・ 指定国基準訪問型サービス事業所の管理者は、当該指定国基準訪問型サービス事業所の従業者に国基準訪

問型サービス要綱第２章の規定を遵守させるために必要な指揮命令を行うものとする。 

≪従業者の勤務管理≫ 

・ 常勤職員の場合 …タイムカード等によって出勤状況を確認できるようにすること。 

・ 非常勤職員の場合…直行直帰型の登録ヘルパーもサービス提供日ごとに出勤状況を確認できるようにす 

ること。 

・ 訪問介護員の資格を確認し、資格証等の写しを事業所で保管すること。 

≪労働関係法令の遵守≫ 

・ 労働関係法令については、労働基準監督署等に相談するなどして適正な事業運営をすること。 

【参考】「介護事業所・施設の管理者向けガイドライン」 

・ サービス提供責任者は、次の①～⑨に掲げる業務を行うものとする。 

①サービスの利用の申込みに係る調整をすること。 

②利用者の状態の変化やサービスに関する意向を定期的に把握すること。 

③地域包括支援センター等その他保健医療又は福祉サービスを提供する者に対し、サービスの提供に当たり 

把握した利用者の服薬状況、口腔機能その他の利用者の心身の状態及び生活の状況に係る必要な情報の提 

供を行うこと。 

④サービス担当者会議への出席等により介護予防支援事業者等その他保健医療又は福祉サービスを提供する 
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者と連携を図ること。 

⑤訪問介護員等（サービス提供責任者を除く。以下⑥から⑨までにおいて同じ。）に対し、具体的な援助目 

標及び援助内容を指示するとともに、利用者の状況についての情報を伝達すること。 

⑥訪問介護員等の業務の実施状況を把握すること。 

⑦訪問介護員等の能力や希望を踏まえた業務管理を実施すること。 

⑧訪問介護員等に対する研修、技術指導等を実施すること。 

⑨その他サービス内容の管理について必要な業務を実施すること。 

複数のサービス提供責任者を配置している場合、サービス提供責任者間での業務分担を行うことにより、

指定国基準訪問型サービス事業所として当該業務を適切に行うことができているときは、必ずしも１人のサ

ービス提供責任者が当該業務の全てを行う必要はない。 

【国基準サービス逐条解説 第３Ⅰ３（１３）】【サービスＡ逐条解説 第３Ⅰ３（１３）】 

・ ③に関する情報の提供は、サービス担当者会議を通じて行うことも差し支えない。 

≪必要な情報の内容例≫ 

 ○薬が大量に余っている又は複数回分の薬を一度に服用している 

 ○薬の服用を拒絶している 

 ○使いきらないうちに新たに薬が処方されている 

 ○口臭や口腔内出血がある 

○体重の増減が推測される見た目の変化がある 

○食事量や食事回数に変化がある 

○下痢や便秘が続いている 

 ○皮膚が乾燥していたり湿疹等がある 

○リハビリテーションの提供が必要と思われる状態にあるにも関わらず提供されていない 

等の利用者の心身又は生活状況に係る情報が考えられるが、地域包括支援センター等その他保健医療又は福

祉サービスを提供する者に対して情報提供する内容は、サービス提供責任者が適切に判断することとする。

なお、必要な情報の提供については、あらかじめ、サービス担当者会議等で地域包括支援センター等その他

保健医療又は福祉サービスを提供する者と調整しておくことが望ましい。 

 

・ サービス提供責任者は、利用者に対して適切な国基準訪問型サービスを提供するために重要な役割を果た

すことに鑑み、その業務を画一的に捉えるのではなく、国基準訪問型サービス事業所の状況や実施体制に応

じて適切かつ柔軟に業務を実施するよう留意するとともに、常に必要な知識の修得及び能力の向上に努めな

ければならない。 

【国基準サービス逐条解説 第３Ⅰ３（１３）】【サービスＡ逐条解説 第３Ⅰ３（１３）】 

 

（３）運営規程       【国基準訪問型サービス要綱 第２４条】【訪問型サービスＡ要綱 第２４条】 

指定国基準訪問型サービス事業実施者は、指定国基準訪問型サービス事業所ごとに、次に掲げる事業の運営

についての重要事項に関する規程を定めておかなければならない。 

① 事業の目的及び運営の方針 

② 従業者の職種、員数及び職務の内容 
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③ 営業日及び営業時間 

④ 指定国基準訪問型サービスの内容及び利用料その他の費用の額 

⑤ 通常の事業の実施地域 

⑥ 緊急時等における対応方法 

⑦ 虐待の防止のための措置に関する事項 

⑧ その他運営に関する重要事項 

運営規程を定めるに当たっては、特に次の点に留意するものとする。なお、同一事業者が同一敷地内にある

事業所において、複数のサービス種類について事業者指定を受け、それらの事業を一体的に行う場合において

は、運営規程を一体的に作成することも差し支えない。 

 ア 従業者の職種、員数及び職務の内容 

   従業者の「員数」は日々変わり得るものであるため、業務負担軽減等の観点から、規程を定めるに当た

っては、国基準訪問型サービス要綱第５条において置くべきとされている員数を満たす範囲において、「○

人以上」と記載することも差し支えない（国基準訪問型サービス要綱第８条に規定する重要事項を記した

文書に記載する場合についても、同様とする。国基準通所型サービスについても同じ。）。 

イ 指定国基準訪問型サービスの内容 

「指定国基準訪問型サービスの内容」とは、身体介護、生活援助サービスの内容を指すものであること。

「指定訪問型サービスＡの内容」とは、生活援助サービスの内容を指すものであること。 

ウ 利用料その他の費用の額 

   「利用料」としては、第１号事業支給費の支給を受けることのできる指定国基準訪問型サービスに係る

利用料（１割負担、２割負担又は３割負担）及び第１号事業支給費の支給を受けることのできない指定国

基準訪問型サービスの利用料を、「その他の費用の額」としては、国基準訪問型サービス要綱第１９条第３

項により徴収が認められている交通費の額及び必要に応じてその他のサービスに係る費用の額を規定する

ものであること（国基準通所型サービスについても同じ。）。 

エ 通常の事業の実施地域 

通常の事業の実施地域は、客観的にその区域が特定されるものとすること。なお、通常の事業の実施地

域は、利用申込に係る調整等の観点からの目安であり、当該地域を越えてサービスが行われることを妨げ

るものではないものであること（国基準通所型サービスについても同じ。）。 

 オ 虐待の防止のための措置に関する事項 

虐待の防止に係る、組織内の体制（責任者の選定、従業者への研修方法や研修計画等）や虐待又は虐待

が疑われる事案（以下「虐待等」という。）が発生した場合の対応方法等を指す内容であること（国基準通

所型サービスについても同じ。）。 

【国基準サービス逐条解説 第３Ⅰ３（１５）】【サービスＡ逐条解説 第３Ⅰ３（１５）】 

※ 運営規程の内容に変更があった場合は、適宜運営規程を改定し、変更後１０日以内に市に変更届を提出す

ること。 

 

（４）介護等の総合的な提供                 【国基準訪問型サービス要綱 第２５条】  

 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、指定国基準訪問型サービスの事業の運営に当たっては、入浴、排

せつ、食事等の介護又は調理、洗濯、掃除等の家事（以下この（４）において「介護等」という。）を常に総合
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的に提供するものとし、介護等のうち特定の支援に偏することがあってはならない。 

 

（４）－２ 生活援助等の総合的な提供              【訪問型サービスＡ要綱 第２５条】 

 指定訪問型サービスＡ事業実施者は、指定訪問型サービスＡの事業の運営に当たっては、調理、洗濯、掃

除、買い物支援等の家事（以下この（４）―２において「生活援助等」という。）を常に総合的に提供するも

のとし、生活援助等のうち特定の支援に偏することがあってはならない。 

「偏っている」とは、特定のサービス行為のみを専ら行うことはもちろん、特定のサービス行為に係るサー

ビス提供時間が月単位等一定期間中のサービス提供時間の大半を占めていれば、これに該当するものである。 

【サービスＡ逐条解説 第３Ⅰ３（１６）】 

 

（５）勤務体制の確保等  【国基準訪問型サービス要綱 第２６条】【訪問型サービスＡ要綱 第２６条】 

① 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、利用者に対し適切な指定国基準訪問型サービスを提供できるよ

う、指定国基準訪問型サービス事業所ごとに、訪問介護員等の勤務の体制を定めておかなければならない。 

② 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、指定国基準訪問型サービス事業所ごとに、当該指定国基準訪問

型サービス事業所の訪問介護員等によって指定国基準訪問型サービスを提供しなければならない。 

③ 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、訪問介護員等の資質の向上のために、その研修の機会を確保し

なければならない。 

④ 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、適切な指定国基準訪問型サービスの提供を確保する観点から、

職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を

超えたものにより訪問介護員等の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を

講じなければならない。 

 

・ 指定国基準訪問型サービス事業所ごとに、原則として月ごとの勤務表を作成し、訪問介護員等については、

日々の勤務時間、職務の内容、常勤・非常勤の別、管理者との兼務関係、サービス提供責任者である旨等を

明確にすること。 

・ 指定国基準訪問型サービス事業所の訪問介護員等とは、雇用契約、労働者派遣事業の適正な運営の確保及

び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和６０年法律第８８号。以下「労働者派遣法」という。）に規定する

労働者派遣契約その他の契約により、当該事業所の管理者の指揮命令下にある訪問介護員等を指すものであ

ること。なお、社会福祉士及び介護福祉士法の規定に基づき、同法施行規則（昭和６１年厚生省令第４９号）

第１条各号に規定する口腔内の喀痰吸引その他の行為を業として行う訪問介護員等については、労働者派遣

法に基づく派遣労働者（同法に規定する紹介予定派遣又は同法第４０条の２第１項第３号又は第４号に該当

する場合を除く。）であってはならないことに留意すること。 

・ 当該指定国基準訪問型サービス事業所の従業者たる訪問介護員等の質の向上を図るため、研修機関が実施

する研修や当該事業所内の研修への参加の機会を計画的に確保すること。 

・ 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和４７年法律第１１３号）第１

１条第１項及び労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律（昭

和４１年法律第１３２号）第３０条の２第１項の規定に基づき、事業主には、職場におけるセクシュアルハ

ラスメントやパワーハラスメント（以下「職場におけるハラスメント」という。）の防止のための雇用管理上
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の措置を講じることが義務づけられていることを踏まえ、規定したものである。事業主が講ずべき措置の具

体的内容及び事業主が講じることが望ましい取組については、次のとおりとする。なお、セクシュアルハラ

スメントについては、上司や同僚に限らず、利用者やその家族等から受けるものも含まれることに留意する

こと。 

（ア）事業主が講ずべき措置の具体的内容 

事業主が講ずべき措置の具体的な内容は、事業主が職場における性的な言動に起因する問題に関して雇

用管理上講ずべき措置等についての指針（平成１８年厚生労働省告示第６１５号）及び事業主が職場にお

ける優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針

（令和２年厚生労働省告示第５号。以下「パワーハラスメント指針」という。）において規定されていると

おりであるが、特に留意されたい内容は以下のとおりである。 

ａ 事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発 

職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはならない旨の方針を明確

化し、従業者に周知・啓発すること。 

ｂ 相談（苦情を含む。以下同じ。）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備 

相談に対応する担当者をあらかじめ定めるとともに、相談への対応のための窓口をあらかじめ定め、

労働者に周知すること。 

 （イ）事業主が講じることが望ましい取組について 

パワーハラスメント指針においては、顧客等からの著しい迷惑行為（カスタマーハラスメント）の防止

のために、事業主が雇用管理上の配慮として行うことが望ましい取組の例として、①相談に応じ、適切に

対応するために必要な体制の整備、②被害者への配慮のための取組（メンタルヘルス不調への相談対応、

行為者に対して１人で対応させない等）及び③被害防止のための取組（マニュアル作成や研修の実施等、

業種・業態等の状況に応じた取組）が規定されている。介護現場では特に、利用者又はその家族等からの

カスタマーハラスメントの防止が求められていることから、（ア）事業主が講ずべき措置の具体的内容の

必要な措置を講じるにあたっては、「介護現場におけるハラスメント対策マニュアル」、「（管理職・職員向

け）研修のための手引き」等を参考にした取組を行うことが望ましい。この際、上記マニュアルや手引き

については、以下の厚生労働省ホームページに掲載しているので参考にされたい。

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05120.html） 

加えて、都道府県において、地域医療介護総合確保基金を活用した介護職員に対する悩み相談窓口設置

事業や介護事業所におけるハラスメント対策推進事業を実施している場合、事業主が行う各種研修の費用

等について助成等を行っていることから、事業主はこれらの活用も含め、介護事業所におけるハラスメン

ト対策を推進することが望ましい。 

【国基準サービス逐条解説 第３Ⅰ３（１７）】【サービスＡ逐条解説 第３Ⅰ３（１７）】 

 ※ 管理者の指揮命令権の及ばない請負契約等は認められない。 

 

（６）業務継続計画の策定等  【国基準訪問型サービス要綱 第２６条の２】【訪問型サービスＡ要綱 第２６条の２】 

・ 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定国基

準訪問型サービスの提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画

（以下この（６）において「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じ
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なければならない。 

・ 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、訪問介護員等に対し、業務継続計画について周知するとともに、

必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

・ 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続

計画の変更を行うものとする。 

 

・ 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、感染症や災害が発生した場合にあっても、利用者が継続して指

定国基準訪問型サービスの提供を受けられるよう、指定国基準訪問型サービスの提供を継続的に実施するた

めの、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定すると

ともに、当該業務継続計画に従い、登録訪問介護員等を含めて、訪問介護員等その他の従業者に対して、必

要な研修及び訓練（シミュレーション）を実施しなければならない。 

なお、業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施については、国基準訪問型サービス要綱第２６条の２に

基づき事業所に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支え

ない。また、感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取り組むことが求められることから、研修

及び訓練の実施にあたっては、全ての従業者が参加できるようにすることが望ましい。 

 なお、当該義務付けの適用は、令和７年４月１日からとされている。 

・ 業務継続計画には、次の項目等を記載すること。なお、各項目の記載内容については、「介護施設・事業所

における新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライン」及び「介護施設・事業所における自然

災害発生時の業務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定される災害等は地域によって異なるもの

であることから、項目については実態に応じて設定すること。なお、感染症及び災害の業務継続計画を一体

的に策定することを妨げるものではない。 

ア 感染症に係る業務継続計画 

ａ 平常時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた取組の実施、備蓄品の確保等） 

ｂ 初動対応 

ｃ 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者との情報共有等） 

イ 災害に係る業務継続計画 

ａ 平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフラインが停止した場合の対策、必要

品の備蓄等） 

ｂ 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等） 

ｃ 他施設及び地域との連携 

・ 研修の内容は、感染症及び災害に係る業務継続計画の具体的内容を職員間に共有するとともに、平常時の

対応の必要性や、緊急時の対応に係る理解の励行を行うものとする。 

職員教育を組織的に浸透させていくために、定期的（年１回以上）な教育を実施するとともに、新規採用

時には別に研修を実施することが望ましい。また、研修の実施内容についても記録すること。なお、感染症

の業務継続計画に係る研修については、感染症の予防及びまん延の防止のための研修と一体的に実施するこ

ととしても差し支えない。 

・ 訓練（シミュレーション）においては、感染症や災害が発生した場合において迅速に行動できるよう、業

務継続計画に基づき、事業所内の役割分担の確認、感染症や災害が発生した場合に実践するケアの演習等を
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定期的（年１回以上）に実施するものとする。なお、感染症の業務継続計画に係る訓練については、感染症

の予防及びまん延の防止のための訓練と一体的に実施することとしても差し支えない。  

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で実施するものを適切に組み合

わせながら実施することが適切である。 

【国基準サービス逐条解説 第３Ⅰ３（１８）】【サービスＡ逐条解説 第３Ⅰ３（１８）】 

 

（７）衛生管理等      【国基準訪問型サービス要綱 第２７条】【訪問型サービスＡ要綱 第２７条】 

① 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、訪問介護員等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理

を行わなければならない。 

・ 訪問介護員等に対し健康診断を実施する等、健康状態を把握すること。 

② 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、指定国基準訪問型サービス事業所の設備及び備品等について、

衛生的な管理に努めなければならない。 

③ 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、当該指定国基準訪問型サービス事業所において感染症が発生し、

又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じなければならない。 

a 当該指定国基準訪問型サービス事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する

委員会（テレビ電話装置その他の情報通信機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うこと

ができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、訪問介護員等に

周知徹底を図ること。 

b 当該指定国基準訪問型サービス事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する

こと。 

c 当該指定国基準訪問型サービス事業所において、訪問介護員等に対し、感染症の予防及びまん延の防止の

ための研修及び訓練を定期的に実施すること。 

・ 指定国基準訪問型サービス事業者は、訪問介護員等が感染源となることを予防し、また訪問介護員等を

感染の危険から守るため、使い捨ての手袋等、感染を予防するための備品等を備えるなど対策を講じる必

要がある。 

・ 感染症が発生し、又はまん延しないように講ずべき措置については、具体的には次のアからウまでの取

扱いとすること。各事項について、同項に基づき事業所に実施が求められるものであるが、他のサービス

事業者との連携等により行うことも差し支えない。 

ア 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会 

当該事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（以下「感染対策

委員会」という。）であり、感染対策の知識を有する者を含む、幅広い職種により構成することが望まし

く、特に、感染症対策の知識を有する者については外部の者も含め積極的に参画を得ることが望ましい。

構成メンバーの責任及び役割分担を明確にするとともに、専任の感染対策を担当する者（以下「感染対

策担当者」という。）を決めておくことが必要である。感染対策委員会は、利用者の状況など事業所の状

況に応じ、おおむね６月に１回以上、定期的に開催するとともに、感染症が流行する時期等を勘案して

必要に応じ随時開催する必要がある。 

感染対策委員会は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画像を介したコミュニケーションが可能な

機器をいう。以下同じ。）を活用して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生
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労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医

療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

なお、感染対策委員会は、他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・運営することとし

て差し支えない。また、事業所に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等によ

り行うこととしても差し支えない。 

イ 感染症の予防及びまん延の防止のための指針 

当該事業所における「感染症の予防及びまん延の防止のための指針」には、平常時の対策及び発生時

の対応を規定する。 

平常時の対策としては、事業所内の衛生管理（環境の整備等）、ケアにかかる感染対策（手洗い、標準

的な予防策）等、発生時の対応としては、発生状況の把握、感染拡大の防止、医療機関や保健所、市町

村における事業所関係課等の関係機関との連携、行政等への報告等が想定される。また、発生時におけ

る事業所内の連絡体制や上記の関係機関への連絡体制を整備し、明記しておくことも必要である。 

なお、それぞれの項目の記載内容の例については、「介護現場における感染対策の手引き」を参照され

たい。 

ウ 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練 

登録訪問介護員等を含めて、訪問介護員等その他の従業者に対する「感染症の予防及びまん延の防止

のための研修」の内容は、感染対策の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するとともに、当該事業

所における指針に基づいた衛生管理の徹底や衛生的なケアの励行を行うものとする。 

職員教育を組織的に浸透させていくためには、当該事業所が定期的な教育（年１回以上）を開催する

とともに、新規採用時には感染対策研修を実施することが望ましい。また、研修の実施内容についても

記録することが必要である。 

なお、研修の実施は、厚生労働省「介護施設・事業所の職員向け感染症対策力向上のための研修教材」

等を活用するなど、事業所内で行うものでも差し支えなく、当該事業所の実態に応じ行うこと。また、

平常時から、実際に感染症が発生した場合を想定し、発生時の対応について、訓練（シミュレーション）

を定期的（年１回以上）に行うことが必要である。訓練においては、感染症発生時において迅速に行動

できるよう、発生時の対応を定めた指針及び研修内容に基づき、事業所内の役割分担の確認や、感染対

策をした上でのケアの演習などを実施するものとする。 

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で実施するものを適切に組

み合わせながら実施することが適切である。 

【国基準サービス逐条解説 第３Ⅰ３（１９）】【サービスＡ逐条解説 第３Ⅰ３（１９）】 

 

（８）掲示         【国基準訪問型サービス要綱 第２８条】【訪問型サービスＡ要綱 第２８条】 

・ 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、指定国基準訪問型サービス事業所の見やすい場所に、運営規程

の概要、訪問介護員等の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を

掲示しなければならない。 

・ 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、重要事項を記載した書面を当該指定国基準訪問型サービス事業

所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることを可能とすることにより、同項の規定

による事業所の掲示に代えることができる。 
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・ 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならな

い。 

・ 国基準訪問型サービス要綱第２８条第１項は、指定国基準訪問型サービス事業実施者は、運営規程の概要、

訪問介護員等の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制、提供するサービスの第三者評価の実施状況

（実施の有無、実施した直近の年月日、実施した評価機関の名称、評価結果の開示状況）等の利用申込者の

サービスの選択に資すると認められる重要事項を指定国基準訪問型サービス事業所の見やすい場所に掲示す

ることを規定したものであるが、次に掲げる点に留意する必要がある。 

ア 事業所の見やすい場所とは、重要事項を伝えるべき介護サービスの利用申込者、利用者又はその家族に

対して見やすい場所のことをいう。 

イ 訪問介護員等の勤務体制については、職種ごと、常勤・非常勤ごと等の人数を掲示する趣旨であり、訪

問介護員等の氏名まで掲示することを求めるものではないこと。 

・ 同条第２項は、重要事項を記載したファイル等を介護サービスの利用申込者、利用者又はその家族等が自

由に閲覧可能な形で当該指定国基準訪問型サービス事業所内に備え付けることで同条第１項の掲示に代える

ことができることを規定したものである。 

ウ 同条第３項は、原則として重要事項をウェブサイト（法人のホームページ等又は介護サービス情報公表

システム上を想定）に掲載しなければならないことを規定したものである。 

  なお、ウェブサイトへの掲載については、令和７年４月１日から義務付けとされている。 

【国基準サービス逐条解説 第３Ⅰ３（２０）】【サービスＡ逐条解説 第３Ⅰ３（２０）】 

※ 記載内容に変更がある場合は、適宜改定し、最新のものを掲示すること。 

 

（９）秘密保持等      【国基準訪問型サービス要綱 第２９条】【訪問型サービスＡ要綱 第２９条】 

① 指定国基準訪問型サービス事業所の従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家

族の秘密を漏らしてはならない。 

② 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、当該指定国基準訪問型サービス事業所の従業者であった者が、

正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を

講じなければならない。 

③ 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、サービス担当者会議等において、利用者又はその家族の個人情

報を用いる場合は利用者の同意（家族の場合にあっては、当該家族の同意）を、あらかじめ文書により得て

おかなければならない。 

・ 指定国基準訪問型サービス事業実施者に対して、過去に当該指定国基準訪問型サービス事業所の訪問介

護員等その他の従業者であった者が、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがない

よう必要な措置を取ることを義務付けたものであり、具体的には、指定国基準訪問型サービス事業実施者

は、当該指定国基準訪問型サービス事業所の訪問介護員等その他の従業者が、従業者でなくなった後にお

いてもこれらの秘密を保持すべき旨を、従業者との雇用時等に取り決め、例えば違約金についての定めを

おくなどの措置を講ずべきこととするものである。 

・ 訪問介護員等がサービス担当者会議等において、課題分析情報等を通じて利用者の有する問題点や解決

すべき課題等の個人情報を、地域包括支援センター等の担当職員や介護支援専門員、他のサービスの担当

者と共有するためには、指定国基準訪問型サービス事業実施者は、あらかじめ、文書により利用者又はそ
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の家族から同意を得る必要がある。この同意は、サービス提供開始時に利用者及びその家族から包括的な

同意を得ておくことで足りるものである。【国基準サービス逐条解説第３Ⅰ３（２１）】【サービスＡ逐条解説第３Ⅰ３（２１）】 

 

（１０）広告        【国基準訪問型サービス要綱 第３０条】【訪問型サービスＡ要綱 第３０条】 

 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、指定国基準訪問型サービス事業所について広告する場合は、その

内容が虚偽又は誇大なものであってはならない。 

 

（１１）地域包括支援センター等に対する利益供与の禁止  

【国基準訪問型サービス要綱 第３１条】【訪問型サービスＡ要綱 第３１条】 

指定国基準訪問型サービス事業実施者は、地域包括支援センター等又はその従業者に対し、利用者に対して

特定の事業者によるサービスを利用させることの対償として、金品その他の財産上の利益を供与してはならな

い。 

 

（１２）苦情処理      【国基準訪問型サービス要綱 第３２条】【訪問型サービスＡ要綱 第３２条】 

① 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、提供した指定国基準訪問型サービスに係る利用者及びその家族

からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講

じなければならない。 

② 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、前項の苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等を記録し

なければならない。 

 ・ ①にいう「必要な措置」とは、具体的には、相談窓口、苦情処理の体制及び手順等当該事業所における 

苦情を処理するために講ずる措置の概要について明らかにし、利用申込者又はその家族にサービスの内容

を説明する文書に苦情に対する措置の概要についても併せて記載するとともに、事業所に掲示すること等

をいう。 

・ ②については、利用者及びその家族からの苦情に対し、指定国基準訪問型サービス事業実施者が組織と

して迅速かつ適切に対応するため、当該苦情（指定国基準訪問型サービス事業実施者が提供したサービス

とは関係のないものを除く。）の受付日、その内容等を記録することを義務づけたものである。 

また、指定国基準訪問型サービス事業者は、苦情がサービスの質の向上を図る上での重要な情報である

との認識に立ち、苦情の内容を踏まえ、サービスの質の向上に向けた取組を自ら行うべきである。 

なお、苦情の内容等の記録は、５年間保存しなければならない。 

【国基準サービス逐条解説 第３Ⅰ３（２３）】【サービスＡ逐条解説 第３Ⅰ３（２３）】 

 

（１３）不当な働きかけの禁止     【国基準訪問型サービス要綱 第３３条】【訪問型サービスＡ要綱 第３３条】 

 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、介護予防サービス計画の作成又は変更に関し、地域包括支援セン

ター等の担当職員等又は居宅要支援被保険者等に対して、利用者に必要のないサービスを位置付けるよう求め

ることその他の不当な働きかけを行ってはならない。 

 

（１４）地域との連携等   【国基準訪問型サービス要綱 第３４条】【訪問型サービスＡ要綱 第３４条】 

・ 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、その事業の運営に当たっては、提供した指定国基準訪問型サー
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ビスに関する利用者からの苦情に関して市等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市が実施する

事業に協力するよう努めなければならない。 

・ 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、指定国基準訪問型サービス事業所の所在する建物と同一の建物

に居住する利用者に対して指定国基準訪問型サービスを提供する場合には、当該建物に居住する利用者以外

の者に対しても指定国基準訪問型サービスの提供を行うよう努めなければならない。 

・ 介護サービス相談員を派遣する事業を積極的に受け入れる等、市との密接な連携に努めること。なお、

「市が実施する事業」には、介護サービス相談員派遣事業のほか、広く市が老人クラブ、婦人会その他の

非営利団体や住民の協力を得て行う事業が含まれるものである。 

・ 高齢者向け集合住宅等と同一の建物に所在する指定国基準訪問型サービス事業所が当該高齢者向け集合

住宅等に居住する居宅要支援被保険者等に指定国基準訪問型サービスを提供する場合、当該高齢者向け集

合住宅等に居住する居宅要支援被保険者等のみを対象としたサービス提供が行われないよう、国基準訪問

型サービス要綱第９条の正当な理由がある場合を除き、地域包括ケア推進の観点から地域の居宅要支援被

保険者等にもサービス提供を行うよう努めなければならないことを定めたものである。なお、こうした趣

旨を踏まえ、地域の実情に応じて、市が指定の基準等を定める場合において、例えば、当該事業所の利用

者のうち、一定割合以上を当該集合住宅以外の利用者とするよう努める、あるいはしなければならない等

の規定を設けることは差し支えないものである。この際、自立支援や重度化防止等につながるようなサー

ビス提供がなされているか等、サービスの質が担保されているかが重要であることに留意すること。 

【国基準サービス逐条解説 第３Ⅰ３（２５）】【サービスＡ逐条解説 第３Ⅰ３（２５）】 

 

（１５）事故発生時の対応 【国基準訪問型サービス要綱 第３５条】【訪問型サービスＡ要綱 第３５条】 

① 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、利用者に対する指定国基準訪問型サービスの提供により事故が

発生した場合は、市、当該利用者の家族、当該利用者に係る介護予防支援事業者等に連絡を行うとともに、

必要な措置を講じなければならない。 

② 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録し

なければならない。 

③ 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、利用者に対する指定国基準訪問型サービスの提供により賠償す

べき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

・ 事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録は、５年間保存しなければならない。このほか、  

以下の点に留意するものとする。 

（ア）利用者に対する指定国基準訪問型サービスの提供により事故が発生した場合の対応方法については、あ

らかじめ指定国基準訪問型サービス事業実施者が定めておくことが望ましいこと。 

（イ）指定国基準訪問型サービス事業実施者は、賠償すべき事態において速やかに賠償を行うため、損害賠償

保険に加入しておくか、又は賠償資力を有することが望ましいこと。 

（ウ）指定国基準訪問型サービス事業実施者は、事故が生じた際にはその原因を解明し、再発を防ぐための対

策を講じること。 

【国基準サービス逐条解説 第３Ⅰ３（２６）】【サービスＡ逐条解説 第３Ⅰ３（２６）】 

※事故の分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制を整備すること。 
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＜実際に事故が起きた場合＞ 

・ 事故後、各事業者は、速やかに e-kanagawa を活用して報告する。（第一報） 

・ 市町村、家族、居宅介護支援事業者等へ連絡を行い、必要な措置を講じる。 

・ 事故の状況及び事故に際して採った処置について記録する。 

・ 事故処理の区切りがついたところで、改めて e-kanagawa を活用して報告する。 

・ サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は損害賠償を速やかに行う。（賠償すべき事態におい

て速やかに賠償を行うため、損害賠償保険に加入しておくか、又は賠償資力を確保しておくことが望まし

い。 

※ e-kanagawa を活用した報告が困難な場合は、電話で報告する。 

 

＜事故になるのを未然に防ぐ＞ 

・ 事故原因を解明し、再発防止のための対策を講じる。 

・ 事故に至らなかったが介護事故が発生しそうになった場合（ヒヤリ・ハット事例）及び現状を放置してお

くと介護事故に結びつく可能性が高いものについて事前に情報を収集し、未然防止対策を講じる必要があり

ます。 

 

【ポイント】 

・ 事故が起きた場合の連絡先・連絡方法について、あらかじめ事業所で定め、従業員に周知してください。 

・ 少なくとも事業所が所在する市町村においては、どのような事故が起きた場合に報告するか確認して

おいてください。 

 ＜報告の範囲＞ 

各事業者は、次の(1)～(3)の場合、報告を行うこととする。 

(1) サービスの提供による、利用者のケガ又は死亡事故の発生 

ア ｢サービスの提供による」とは送迎・通院等の間の事故も含む。 

また、在宅の通所・入所サービスおよび施設サービスにおいては、利用者が事業所内にいる間

は、「サービスの提供中」に含まれるものとする。 

イ ケガの程度については、医療機関で受診を要したものを原則とする。 

ウ 事業者側の過失の有無は問わない（利用者の自己過失による事故であっても、イに該当する場

合は報告すること）。 

エ 利用者が病気等により死亡した場合であっても、死因等に疑義が生じる可能性のあるときは、

報告すること。 

オ 利用者が、事故発生から、ある程度の期間を経て死亡した場合は、事業者は速やかに、連絡も

しくは報告書を再提出すること。 

(2) 食中毒及び感染症、結核の発生 

注）食中毒・感染症・結核について、サービス提供に関連して発生したと認められる場合は、報告

すること。 

(3) 職員（従業者）の法令違反・不祥事等の発生 

報告の範囲は、利用者の処遇に影響があるもの（例：利用者からの預り金の横領、個人情報の紛失

など）については報告すること。 

・ 事業所における損害賠償の方法（保険に加入している場合にはその内容）について把握しておいてく

ださい。 

・ 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実が報告され、その分

析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制を整備してください。 

具体的に想定されること 

ア 介護事故等について報告するための様式を整備する。 

イ 介護職員その他の従業者は、介護事故等の発生、又は発見ごとにその状況、背景等を記録する

とともに、アの様式に従い介護事故等について報告すること。 

ウ 事業所において、報告された事例を集計し、分析すること。 

エ 事例の分析に当たっては、介護事故等の発生時の状況等を分析し、介護事故等の発生原因、結
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果等をとりまとめ、防止策を検討すること。 

オ 報告された事例及び分析結果を職員に周知徹底すること。 

カ 防止策を講じた後に、その効果について評価すること。 

→ 事故の報告は、市町村に行うことになっています。事業所所在地の市町村、及び利用者の保険者である市

町村に事故報告の範囲・方法について確認しておいてください。 

   詳細は、下記に掲載しています。 

トップページ > くらし > お年寄り > 事業者向け情報 > 介護サービス事業者向け情報〉介護保険事業

者等 事故報告書 

http://www.city.chigasaki.kanagawa.jp/shinseisho/kourei/1002066.html 

 

（１６）虐待の防止     【国基準訪問型サービス要綱 第３６条】【訪問型サービスＡ要綱 第３６条】 

指定国基準訪問型サービス事業実施者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次に掲げる措置を講じ

なければならない。 

① 当該指定国基準訪問型サービス事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電

話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、

訪問介護員等に周知徹底を図ること。 

② 当該指定国基準訪問型サービス事業所における虐待の防止のための指針を整備すること。 

③ 当該指定国基準訪問型サービス事業所において、訪問介護員等に対し、虐待の防止のための研修を定期

的に実施すること。 

④ 前③号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

・ 虐待は、法の目的の一つである高齢者の尊厳の保持や、高齢者の人格の尊重に深刻な影響を及ぼす可能

性が極めて高く、指定国基準訪問型サービス事業実施者は虐待の防止のために必要な措置を講じなければ

ならない。虐待を未然に防止するための対策及び発生した場合の対応等については、「高齢者虐待の防

止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」（平成１７年法律第１２４号。以下「高齢者虐待防止

法」という。）に規定されているところであり、その実効性を高め、利用者の尊厳の保持・人格の尊重が

達成されるよう、次に掲げる観点から虐待の防止に関する措置を講じるものとする。 

ア 虐待の未然防止 

指定国基準訪問型サービス事業実施者は高齢者の尊厳保持・人格尊重に対する配慮を常に心がけなが

らサービス提供にあたる必要があり、国基準訪問型サービス要綱第３条の一般原則に位置付けられてい

るとおり、研修等を通じて、従業者にそれらに関する理解を促す必要がある。同様に、従業者が高齢者

虐待防止法等に規定する養介護事業の従業者としての責務・適切な対応等を正しく理解していることも

重要である。 

イ 虐待等の早期発見 

指定国基準訪問型サービス事業所の従業者は、虐待等又はセルフ・ネグレクト等の虐待に準ずる事案

を発見しやすい立場にあることから、これらを早期に発見できるよう、必要な措置（虐待等に対する相

談体制、市町村の通報窓口の周知等）がとられていることが望ましい。また、利用者及びその家族から

の虐待等に係る相談、利用者から市町村への虐待の届出について、適切な対応をすること。 

ウ 虐待等への迅速かつ適切な対応 
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虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要があり、指定国基準訪問型サービ

ス事業実施者は当該通報の手続が迅速かつ適切に行われ、市町村等が行う虐待等に対する調査等に協力

するよう努めることとする。 

  以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した場合はその再発を確実に防止す

るために次に掲げる事項を実施するものとする。 

 

① 虐待の防止のための対策を検討する委員会 

虐待防止検討委員会は、虐待等の発生の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した場合はその再発を確

実に防止するための対策を検討する委員会であり、管理者を含む幅広い職種で構成する。構成メンバーの

責務及び役割分担を明確にするとともに、定期的に開催することが必要である。また、虐待防止の専門家

を委員として積極的に活用することが望ましい。 

一方、虐待等の事案については、虐待等に係る諸般の事情が、複雑かつ機微なものであることが想定さ

れるため、その性質上、一概に従業者に共有されるべき情報であるとは限られず、個別の状況に応じて慎

重に対応することが重要である。 

なお、虐待防止検討委員会は、他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・運営することと

して差し支えない。また、事業所に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等によ

り行うことも差し支えない。 

また、虐待防止検討委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。この際、個

人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダ

ンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

虐待防止検討委員会は、具体的には、次に掲げる事項について検討することとする。その際、そこで得

た結果（事業所における虐待に対する体制、虐待等の再発防止策等）は、従業者に周知徹底を図る必要が

ある。 

（ア）虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関すること。 

（イ）虐待の防止のための指針の整備に関すること。 

（ウ）虐待の防止のための職員研修の内容に関すること。 

（エ）虐待等について、従業者が相談・報告できる体制整備に関すること。 

（オ）従業者が高齢者虐待を把握した場合に、市町村への通報が迅速かつ適切に行われるための方法に関

すること。 

（カ）虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得られる再発の確実な防止策に関すること。 

（キ）（カ）の再発の防止策を講じた際に、その効果についての評価に関すること。 

 

イ 虐待の防止のための指針 

指定国基準訪問型サービス事業実施者が整備する「虐待の防止のための指針」には、次の項目を盛り込

むこととする。 

（ア）事業所における虐待の防止に関する基本的考え方 

（イ）虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事項 

（ウ）虐待の防止のための職員研修に関する基本方針 
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（エ）虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針 

（オ）虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項 

（カ）成年後見制度の利用支援に関する事項 

（キ）虐待等に係る苦情解決方法に関する事項 

（ク）利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項 

（ケ）その他虐待の防止の推進のために必要な事項 

ウ 虐待の防止のための従業者に対する研修 

従業者に対する虐待の防止のための研修の内容としては、虐待等の防止に関する基礎的内容等の適切な

知識を普及・啓発するものであるとともに、当該指定国基準訪問型サービス事業所における指針に基づ

き、虐待の防止の徹底を行うものとする。 

職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該指定国基準訪問型サービス事業実施者が指針に基づ

いた研修プログラムを作成し、定期的な研修（年１回以上）を実施するとともに、新規採用時には必ず虐

待の防止のための研修を実施することが重要である。 

また、研修の実施内容についても記録することが必要である。研修の実施は、事業所内での研修で差し

支えない。 

エ 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者 

指定国基準訪問型サービス事業所における虐待を防止するための体制として、アからウまでに掲げる措

置を適切に実施するため、専任の担当者を置くことが必要である。当該担当者としては、虐待防止検討委

員会の責任者と同一の従業者が務めることが望ましい。 

【国基準サービス逐条解説 第３Ⅰ３（２７）】【サービスＡ逐条解説 第３Ⅰ３（２７）】 

 

（１７）会計の区分     【国基準訪問型サービス要綱 第３７条】【訪問型サービスＡ要綱 第３７条】 

指定国基準訪問型サービス事業実施者は、指定国基準訪問型サービス事業所ごとに経理を区分するととも

に、指定国基準訪問型サービスの事業の会計とその他の事業の会計とを区分しなければならない。 

具体的な会計処理の方法等については、厚生労働省老健局振興課長通知「介護保険の給付対象事業における

会計の区分について」（平成１３年老振発第１８号）を参考に行うものであること。 

【国基準サービス逐条解説 第３Ⅰ３（２８）】【サービスＡ逐条解説 第３Ⅰ３（２８）】 

 

（１８）記録の整備     【国基準訪問型サービス要綱 第３８条】【訪問型サービスＡ要綱 第３８条 

① 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しておかな

ければならない。 

② 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、利用者に対する指定国基準訪問型サービスの提供に関する次の

各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

（ア） 国基準訪問型サービス計画 

（イ） 提供した具体的なサービスの内容等の記録 

（ウ） 身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為の態様及び時間、その際の利用者の心身状況並びに緊

急やむを得ない理由の記録 

（エ） 市への通知に係る記録 
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（オ） 苦情の内容等の記録 

（カ） 事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

「その完結の日」とは、個々の利用者につき、契約終了（契約の解約・解除、他の施設への入所、利用者の

死亡、利用者の自立等）により一連のサービス提供が終了した日を指すものとする。 

【国基準サービス逐条解説 第３Ⅰ３（２９）】【サービスＡ逐条解説 第３Ⅰ３（２９）】 

 

（１９）電子的記録等   【国基準訪問型サービス要綱 第４２条】【訪問型サービスＡ要綱 第４２条】 

① 第１号事業実施者及び指定相当第１号事業として行うサービスの提供に当たる者は、作成、保存、その他

これらに類するもののうち、国基準訪問型サービス要綱の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄

本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚よって認識することができる情報が記載された紙その他

の有体物をいう。以下この（１９）において同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるもの（国基

準訪問型サービス要綱第１１条第１項及び次項に規定するものを除く。）については、書面に代えて、当該書

面に係る電磁的記録により行うことができる。 

② 第１号事業実施者及び指定相当第１号事業として行うサービスの提供に当たる者は、交付、説明、同意、

承諾、締結その他これらに類するもの（この②において「交付等」という。）のうち、国基準訪問型サービ

ス要綱の規定において書面で行うことが規定されているもの又は想定されるものについては、当該交付等の

相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識す

ることができない方法をいう。）によることができる。 
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Ⅴ 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

※ 国基準訪問型サービスと訪問型サービスＡで内容が重複している部分については、国基準訪問型サービス

を訪問型サービスＡに読み替えてください。 

１ 指定国基準訪問型サービスの基本取扱方針【国基準訪問型サービス要綱第３９条】【訪問型サービスＡ要綱第３９条】 

① 指定国基準訪問型サービス事業は、利用者の介護予防に資するよう、その目標を設定し、計画的に行わ

れなければならない。 

② 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、自らその提供する指定国基準訪問型サービスの質の評価を行

い、常にその改善を図らなければならない。 

③ 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、指定国基準訪問型サービスの提供に当たり、利用者ができる

限り要介護状態とならないで自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目的とするもので

あることを常に意識してサービスの提供に当たらなければならない。 

④ 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、利用者がその有する能力を最大限活用することができるよう

な方法によりサービスを提供するよう努めなければならない。 

⑤ 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、指定国基準訪問型サービスの提供に当たり、利用者とのコミ

ュニケーションを十分に図ることその他の様々な方法により、利用者が主体的に事業に参加するよう適切

な働きかけに努めなければならない。 

指定国基準訪問型サービスの基本取扱方針について、特に留意すべきところは、次のとおりである。 

ア 指定国基準訪問型サービスの提供に当たっては、介護予防とは、単に高齢者の運動機能や栄養改善とい

った特定の機能の改善だけを目指すものではなく、これらの心身機能の改善や環境調整等を通じて、一人

ひとりの高齢者ができる限り要介護状態にならないで自立した日常生活を営むことができるよう支援する

ことを目的として行われるものであることに留意しつつ行うこと。 

イ 介護予防の十分な効果を高める観点からは、利用者の主体的な取組が不可欠であることから、サービ

スの提供に当たっては、利用者の意欲が高まるようコミュニケーションの取り方をはじめ、様々な工夫

をして、適切な働きかけを行うよう努めること。 

ウ サービスの提供に当たって、利用者ができないことを単に補う形でのサービス提供は、かえって利用者

の生活機能の低下を引き起こし、サービスへの依存を生み出している場合があるとの指摘を踏まえ、「利

用者の自立の可能性を最大限引き出す支援を行う」ことを基本として、利用者のできる能力を阻害するよ

うな不適切なサービス提供をしないよう配慮すること。 

 エ 提供された国基準訪問型サービスについては、国基準訪問型サービス計画に定める目標達成の度合いや

利用者及びその家族の満足度等について常に評価を行うなど、その改善を図らなければならないものであ

ること。 

【国基準サービス逐条解説 第３Ⅰ３（３０）】【サービスＡ逐条解説 第３Ⅰ３（３０）】 

 

２ 指定国基準訪問型サービスの具体的取扱方針  

【国基準訪問型サービス要綱 第４０条】【訪問型サービスＡ要綱 第４０条】 

訪問介護員等の行う指定国基準訪問型サービスの方針は、第４条に規定する基本方針及び前条に規定する基

本取扱方針に定めるもののほか、次に掲げるところによるものとする。 

① 指定国基準訪問型サービスの提供に当たっては、主治の医師又は歯科医師からの情報伝達やサービス担当
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者会議を通じる等の適切な方法により、利用者の心身の状況、その置かれている環境等利用者の日常生活

全般の状況の的確な把握を行うものとする。 

② サービス提供責任者は、①に規定する利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて、指定国基準訪問

型サービスの目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容、サービスの提供を行う期間等を

記載した国基準訪問型サービス計画を作成するものとする。 

③ 国基準訪問型サービス計画は、既に介護予防サービス計画が作成されている場合は、当該計画の内容に沿

って作成しなければならない。 

④ サービス提供責任者は、国基準訪問型サービス計画の作成に当たっては、その内容について利用者又はそ

の家族に対して説明し、利用者の同意を得なければならない。 

⑤ サービス提供責任者は、国基準訪問型サービス計画を作成した際には、当該国基準訪問型サービス計画を

利用者に交付しなければならない。 

⑥ 指定国基準訪問型サービスの提供に当たっては、国基準訪問型サービス計画に基づき、利用者が日常生活

を営むのに必要な支援を行うものとする。 

⑦ 指定国基準訪問型サービスの提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対

し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行うものとする。 

⑧ 指定国基準訪問型サービスの提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護する

ため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

⑨ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない

理由を記録しなければならない。 

⑩ 指定国基準訪問型サービスの提供に当たっては、介護技術の進歩に対応し、適切な介護技術をもってサー

ビスの提供を行うものとする。 

⑪ サービス提供責任者は、国基準訪問型サービス計画に基づくサービスの提供の開始時から、少なくとも１

月に１回は、当該国基準訪問型サービス計画に係る利用者の状態、当該利用者に対するサービスの提供状

況等について、当該サービスの提供に係る介護予防サービス計画を作成した地域包括支援センター等に報

告するとともに、当該国基準訪問型サービス計画に記載したサービスの提供を行う期間が終了するまでに、

少なくとも１回は、当該国基準訪問型サービス計画の実施状況の把握（以下「モニタリング」という。）を

行うものとする。 

⑫ サービス提供責任者は、モニタリングの結果を記録し、当該記録を当該サービスの提供に係る介護予防サ

ービス計画等を作成した地域包括支援センター等に報告しなければならない。 

⑬ サービス提供責任者は、モニタリングの結果を踏まえ、必要に応じて国基準訪問型サービス計画の変更を

行うものとする。 

⑭ ①から⑬までの規定は、前号に規定する国基準訪問型サービス計画の変更について準用する。 

・ サービス提供責任者は、国基準訪問型サービス計画を作成しなければならない。国基準訪問型サービス

計画の作成に当たっては、利用者の状況を把握・分析し、国基準訪問型サービスの提供によって解決すべ

き問題状況を明らかにすること（アセスメントをいう。）に基づき、支援の方向性や目標を明確にし、担

当する訪問介護員等が提供するサービスの具体的内容、所要時間、日程等を明らかにすること。なお、国

基準訪問型サービス計画の様式については、事業所ごとに定めるもので差し支えない。 

・ 国基準訪問型サービス計画の作成後に介護予防サービス計画等が作成された場合は、当該国基準訪問型
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サービス計画が介護予防サービス計画等に沿ったものであるか確認し、必要に応じて変更する。 

・ 国基準訪問型サービス計画は、利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて作成されなければなら

ないものであり、その内容について説明を行った上で利用者の同意を得ることを義務付けることにより、

サービス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障しようとするものである。サービス提供責任者は、

国基準訪問型サービス計画の目標や内容等について、利用者又はその家族に、理解しやすい方法で説明を

行うとともに、その実施状況や評価についても説明を行うものとする。 

また、当該国基準訪問型サービス計画は、遅滞なく利用者に交付しなければならず、当該国基準訪問型

サービス計画は、５年間保存しなければならない。 

 ・ 国基準訪問型サービス要綱第４０条第８号及び第９号は、指定国基準訪問型サービスの提供に当たって

は、利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き身体的拘束等を行ってはならな

いこととし、身体的拘束等を行う場合にはその態様等を記録しなければならないこととした。 

・ ⑩は、指定国基準訪問型サービスの提供に当たっては、介護技術の進歩に対応した適切なサービスが提

供できるよう、常に新しい技術を習得する等、研鑽を行うべきものであることとしたものである。 

・ ⑪から⑬までは、事業者に対して国基準訪問型サービスの提供状況等について地域包括支援センター等

に対する報告の義務付けを行うとともに、国基準訪問型サービス計画に定める計画期間終了後の当該計画

の実施状況の把握（以下「モニタリング」という。）を義務付けるものである。地域包括支援センター等に

対する実施状況等の報告については、サービスが介護予防サービス計画に即して適切に提供されているか

どうか、また、当該計画策定時から利用者の状態等が大きく異なることとなっていないか等を確認するた

めに行うものであり、毎月行うこととしている。 

また、併せて、事業者は国基準訪問型サービス計画に定める計画期間が終了するまでに１回はモニタリ

ングを行い、利用者の国基準訪問型サービス計画に定める目標の達成状況の把握等を行うこととしてお

り、当該モニタリングの結果により、解決すべき課題の変化が認められる場合等については、担当する地

域包括支援センター等とも相談の上、必要に応じて当該国基準訪問型サービス計画の変更を行うこと。 

・ 地域包括支援センター等が行う第１号介護予防支援事業及び介護予防支援事業で位置付けられている計

画の提出を求めるものとすると規定されていることを踏まえ、介護予防サービス計画に基づきサービスを

提供している指定国基準訪問型サービス事業実施者は、地域包括支援センター等から国基準訪問型サービ

ス計画の提供の求めがあった際には、当該計画を提出することに協力するよう努めること。 

【国基準サービス逐条解説 第３Ⅰ３（３１）】【サービスＡ逐条解説 第３Ⅰ３（３１）】 

 

３ 指定国基準訪問型サービスの提供に当たっての留意点【国基準訪問型サービス要綱第４１条】【訪問型サービスＡ要綱第４１条】 

指定国基準訪問型サービスの提供に当たっては、次に掲げる事項に留意しながら行わなければならない。 

① 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、サービスの提供に当たり、介護予防支援におけるアセスメン

ト（指定介護予防支援等基準第３０条第７号に規定するアセスメントをいう。）において把握された課題、

指定国基準訪問型サービスの提供による当該課題に係る改善状況等を踏まえつつ、効率的かつ柔軟なサー

ビス提供に努めること。 

② 指定国基準訪問型サービス事業実施者は、利用者が可能な限り、自ら家事等を行うことができるよう配

慮するとともに、利用者の家族、地域の住民による自主的な取組等による支援及び他の福祉サービスの利

用の可能性についても考慮しなければならないこと。  
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Ⅵ 介護報酬請求上の注意点について 

 

１ 算定区分 

（１） 指定国基準訪問型サービス  【額の算定に関する要綱 別表 １ 注１】【額の算定に関する留意事項 第３ Ⅱ１、Ⅱ２】  

 国基準訪問型サービスについては、その利用者が可能な限りその居宅において、自立した日常生活を営むこ

とができるよう、入浴、排せつ、食事の介護その他の生活全般にわたる支援を行うことにより、利用者の心身

機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指すものである。このため、国基準訪問

型サービスについては、指定訪問介護の「身体介護中心型」及び「生活援助中心型」の区分を一本化した区分

を定めるとともに、１回当たりの単位数については、高齢者の選択肢の拡大の観点から、一部当該区分と同様

の区分を設けているものであり、特に生活援助中心型の単位数を算定するに当たっては、要支援者等のできる

ことを阻害することのないよう留意すること。 

国基準訪問型サービス費については、月当たりの定額払い又は利用１回ごとの出来高払いによることとす

る。 

 

利用者に対して、指定国基準訪問型サービス事業所の訪問介護員等が指定国基準訪問型サービスを行った場

合に、介護予防サービス計画に位置付けられた標準的な回数又は内容で、それぞれ所定単位数を算定する。 

 

【区分と単位数】 

算定方法 サービス種類 単価 要件  

包括報酬 

（１月につき） 

国基準訪問型サービスⅠ 1,176 単位 １週に１回程度の場合 

国基準訪問型サービスⅡ 2,349 単位 １週に２回程度の場合 

国基準訪問型サービスⅢ 

※要支援２及び事業対象者

（要支援２相当の者）に限る 

3,727 単位 １週に２回程度を超える場合 

出来高 

（１回につき） 

国基準訪問型サービスⅠ 287 単位 
標準的な内容の指定国基準訪問型サービス

である場合 

国基準訪問型サービスⅡ 179 単位 
 

生活援助が中

心である場合 

所要時間 20 分以上 45 分未

満の場合 

国基準訪問型サービスⅢ 

 
220 単位 所要時間 45 分以上の場合 
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（２） 指定訪問型サービスＡ   【額の算定に関する要綱 別表 ３ 注１注４】【額の算定に関する留意事項 第３ Ⅳ１、Ⅳ２】               

 基準告示第３条に定めるとおり、その利用者が可能な限りその居宅において、自立した日常生活を営むこと

ができるよう、調理、洗濯、掃除、買い物支援等を行うことにより、利用者の心身機能の維持回復を図り、も

って利用者の生活機能の維持又は向上を目指すものである。このため、訪問型サービスＡについては、指定訪

問介護の「生活援助中心型」の区分として定めるとともに、１回当たりの単位数については、高齢者の選択肢

の拡大の観点から、一部当該区分と同様の区分を設けているものであり、特に生活援助中心型の単位数を算定

するに当たっては、要支援者等のできることを阻害することのないよう留意すること。なお、身体介護及び通

院等乗降介助は算定しないこととし、身体介護及び通院等乗降介助以外のサービスの範囲については、訪問介

護と同じ取扱いとする。 

 

訪問型サービスＡ費については、月当たりの定額払い又は利用１回ごとの出来高払いによることとする。 

また、訪問型サービスＡ（一体型）の取り扱いは、原則としてサービスの拠点ごとに行うものとし、指定訪

問型サービスＡの指定を受ける事業者が指定訪問介護及び指定国基準訪問型サービスのいずれかの指定を受

け、同一の法人により同一の拠点において、当該事業所の設備や備品等を使用し事業を実施する場合は、訪問

型サービスＡ（一体型）の取扱いとする。 

 

【区分と単位数】 

●一体型 

算定方法 サービス種類 単価 要件 

包括報酬 

（１月につ

き） 

訪問型サービスＡ（一体

型）Ⅰ 
1,059 単位 

１週に１回程度の場合 

訪問型サービスＡ（一体

型）Ⅱ 
2,114 単位 

１週に２回程度の場合 

出来高 

（１回につ

き）※月８回

まで 

訪問型サービスＡ（一体

型）Ⅰ 
161 単位 

生活援助が中心である場合 

（所要時間２０分以上４５分未満） 

訪問型サービスＡ（一体

型）Ⅱ 
198 単位 

生活援助が中心である場合 

（所要時間４５分以上の場合） 

 

●単独型 

算定方法 サービス種類 単価 要件 

出来高 

（１回につき）

※月８回まで 

訪問型サービスＡ（単独

型）Ⅰ 
123 単位 

生活援助が中心である場合 

（所要時間２０分以上４５分未満） 

訪問型サービスＡ（単独

型）Ⅱ 
151 単位 

生活援助が中心である場合 

（所要時間４５分以上の場合） 

 

（３）日割りについて                                        

月額包括報酬で算定していたとしても、以下の場合は日割り計算を行うこととする。 
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(ア) 月途中に契約開始・解除となった場合。 

(イ) 月途中に要介護から要支援に変更となった場合。 

(ウ) 月途中に要支援又は事業対象者から要介護に変更となった場合。 

(エ) 月途中に同一保険者管内での転居等により事業所を変更した場合。 

（オ）月途中に要支援状態区分が変更となった場合。 

※ ただし、訪問型サービスＡにおける介護職員処遇改善加算、特定処遇改善加算及びベースアップ等支援

加算については、日割り計算を行わないものとする。 

 

＜月額包括報酬の日割り請求にかかる適用について＞ 

・ 以下の対象事由に該当する場合、日割りで算定する。該当しない場合は、月額包括報酬で算定する。 

・ 日割りの算定方法については、実際に利用した日数にかかわらず、サービス算定対象期間（※）に応じた

日数による日割りとする。具体的には、用意された日額のサービスコードの単位数に、サービス算定対象日

数を乗じて単位数を算定する。 

※ サービス算定対象期間：月の途中に開始した場合は、起算日から月末までの期間 

             月の途中に終了した場合は、月初から起算日までの期間 

月額報酬対象サービス 月途中の事由 起算日※２ 

介護予防・日常生活支援

総合事業 

・訪問型サービス（独自） 

・通所型サービス（独自） 

※月額包括報酬の単位

とした場合 

開
始 

・区分変更（要支援Ⅰ⇔要支援Ⅱ））（通所型サービス（独自）の

み） 

・区分変更（事業対象者→要支援））（通所型サービス（独自）のみ） 

変更日 

・区分変更（要介護→要支援） 

・サービス事業所の変更（同一サービス種類のみ）（※１） 

・事業開始（指定有効期間開始） 

・事業所指定効力停止の解除 

契約日 

・利用者との契約開始 契約日 

・介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知症対応型共同

生活介護の退居（※１） 

退居日の翌日 

・介護予防小規模多機能型居宅介護の契約解除（※１） 契約解除日の翌日 

・介護予防短期入所生活介護の退所（※１） 退所日の翌日 

・介護予防短期入所療養介護の退所・退院（※１） 退所・退院日又は退

所・ 退院日の翌日 

・公費適用の有効期間開始 開始日 

・生保単独から生保併用への変更 

（６５歳になって被保険者資格を取得した場合） 

資格取得日 

終
了 

・区分変更（要支援Ⅰ⇔要支援Ⅱ）（通所型サービス（独自）の

み） 

・区分変更（事業対象者→要支援）（通所型サービス（独自）の

み） 

変更日 
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・区分変更（事業対象者→要介護） 

・区分変更（要支援→要介護） 

・サービス事業所の変更（同一サービス種類のみ）（※１） 

・事業廃止（指定有効期間満了） 

・事業所指定効力停止の開始 

契約解除日 

 

（廃止・満了日） 

（開始日） 

・利用者との契約解除 契約解除日 

・介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知症対応型共同

生活介護の入居 （※１） 

入居日の前日 

・介護予防小規模多機能型居宅介護の利用者の登録開始 （※１） サービス提供日（通

い、訪問又は宿泊）の

前日 

・介護予防短期入所生活介護の入所（※１） 入所日の前日 

・介護予防短期入所療養介護の入所・入院（※１） 入所・入院日又は入所・ 

入院日の前日 

・公費適用の有効期間終了 終了日 

日割り計算用サービ

スコードがない加算

及び減算 

― 

・日割りは行わない。 

・月の途中で、事業者の変更がある場合は、変更後の事業者

のみ月額包括報酬の算定を可能とする。（※１） 

・月の途中で、要介護度に変更がある場合は、月末における

要介護度に応じた報酬を算定するものとする。 

・月の途中で、利用者が他の保険者に転出する場合は、それ

ぞれの保険者において月額包括報酬の算定を可能とする。 

・月の途中で、生保単独から生保併用へ変更がある場合 

は、生保併用にて月額包括報酬の算定を可能とする。（月 

途中に介護保険から生保単独、生保併用に変更となった 

場合も同様） 

- 

※１ ただし、利用者が月の途中で他の保険者に転出する場合を除く。月の途中で、利用者が他の保険者に転

出する場合は、それぞれの保険者において月額包括報酬の算定を可能とする。なお、保険者とは、政令市

又は広域連合の場合は、構成市区町村ではなく、政令市又は広域連合を示す。 

※２ 終了の起算日は、引き続き月途中からの開始事由がある場合についてはその前日となる。 

参考：介護保険事務処理システム変更に係る参考資料（確定版）の一部訂正（令和 6年 5 月 10 日事務連絡） 

（４）サービスの支給区分の変更         【額の算定に関する留意事項 第３ Ⅱ２ / Ⅳ２】 

サービス提供の程度の変更に際しては、介護予防サービス計画等との関係を十分に考慮し、地域包括支援セ

ンター等と十分な連携をとること。 

利用者の状態像の改善に伴って、当初の支給区分において想定されているよりも少ないサービス提供になる

こと。傷病等で利用者の状態が悪化することによって、当初の支給区分において想定された以上に多くのサー

ビス提供になることがなり得るが、その場合であっても月当りの定額払いとして計画していた場合は、月単位

定額報酬の性格上、月の途中での支給区分の変更は不要とする。 

なお、この場合における、翌月の支給区分については、利用者の新たな状態や新たに設定した目標に応じた

区分による介護予防サービス計画等及び国基準訪問型サービス計画（訪問型サービスＡ計画）が定められるこ

ととなる。 
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また、１回当たりの提供回数で算定していた場合は、傷病等で利用者の状態が悪化することによって、当初

の支給区分において想定された以上に多くのサービス提供になる場合については当該月の介護予防サービス計

画等を見直し、適切な報酬区分で算定する。 

 

（５）訪問型サービスＡの提供時間について        【額の算定に関する留意事項 第３ Ⅳ２】 

 １回当たりのサービス提供時間については、介護予防サービス計画等において設定された生活機能向上に係

る目標の達成状況に応じて４５分を目安とする。 

 

２ 加算・減算 

※ 国基準訪問型サービスと訪問型サービスＡで内容が重複している部分については、国基準訪問型サービ

スを訪問型サービスＡに読み替えてください。 

 

  上記以外の基本的な取扱いについては、厚生労働大臣が定める基準に伴う留意事項第３の２に規定する

訪問型サービス費の取扱方針及び居宅サービス額の算定に関する留意事項第２の２に規定する訪問介護費の

取扱方針に従うこととし、身体介護及び通院等乗降介助の算定はしないこととする。 

 

（１） 高齢者虐待防止措置未実施減算      【額の算定に関する要綱 別表 １ 注５/ 別表 ３ 注５】                 

【令和６年度改定事項】  

 高齢者虐待防止措置未実施減算として、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算

する。 

 

事業所において高齢者虐待が発生した場合ではなく、虐待の発生等を防止する措置を講じていない場合、利

用者全員について所定単位数から減算。 

具体的には、①～④の事実が生じた場合、速やかに改善計画を市町村長に提出 

①高齢者虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催していない 

②高齢者虐待防止のための指針を整備していない 

③高齢者虐待防止のための年１回以上の研修を実施していない 

④高齢者虐待防止措置を適正に実施するための担当者を置いていない 

その後、事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況を市町村長に報告する 

⇒事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間について、利用者全員について所定単位数から減

算。 

Check👇 
「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15 日）」167／168／169 
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（２） 業務継続計画未策定減算         【額の算定に関する要綱 別表 １ 注６/ 別表 ３ 注６】                 

【令和６年度改定事項】※経過措置として令和７年３月 31日までの間は減算は適用しない（経過措置） 

 業務継続計画未策定減算として、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

 

業務継続計画を策定していない事実が生じた場合、その翌月（基準を満たさない事実が生じた日が月の初日

である場合は当該月）から基準に満たない状況が解消されるに至った月まで、当該事業所の利用者全員につい

て、所定単位数から減算。 

Check👇 

「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15日）」／165、166 

「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.６）（令和６年５月 17日）」／7 

 

（３）集合住宅に居住する利用者に対する減算（同一建物減算） 

【額の算定に関する要綱 別表１注７/ 別表３注７】【額の算定に関する留意事項 第３ Ⅱ３ / Ⅳ３】 

【一部令和６年度改定事項】 

指定国基準訪問型サービス事業所の費用の算定において、指定訪問介護事業所と同一敷地内、隣接敷地内の

建物、又はその事業所と同一の建物に居住する利用者等にサービスを提供した場合は、所定の単位数を減算す

る。 

 次のいずれかに該当する利用者については、次の表の単位数を減算する。 

①同一（隣接）敷地内に所在する建物に居住する利用者（※②及び④に該当する場合を除く） １０％減算 

②同一（隣接）敷地内に所在する建物に居住する利用者数５０人以上／月 １５％減算 

③同一（隣接）敷地外に所在する建物に居住する利用者数２０人以上／月 １０％減算 

④①の利用者に対して正当な理由なく提供した割合９０％超 [新設] １２％減算 

 

※同一の建物に２０人以上居住する建物の実利用者数については、当該指定国基準型訪問サービス事業所が、

訪問介護事業所と一体的な運営をしている場合、訪問介護事業所の利用者を含めて計算すること。 

※同一の建物に２０人以上居住する建物の実利用者数については、当該指定訪問型サービスＡ事業所が、訪問

介護事業所及び指定国基準訪問型サービス事業所と一体的な運営をしている場合、訪問介護事業所及び指定

国基準訪問型サービス事業所の利用者を含めずに計算すること。 
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〇「令和６年度介護報酬改定における改定事項について」（厚生労働省）より抜粋

 

 

※④：１２％減算について 

・ ④を算定する場合、県指定の訪問介護と国基準訪問型サービスは別々に算定すること。 

・ 90％超えに至ったことについて正当な理由があった場合においては、当該理由を市町村長に提出するこ

と。なお、市町村長が該当理由を不適当と判断した場合は減算を適用する。 

Check👇 
●6.3.15 事務連絡 「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15 日）」の送付について ／9、10、11、12、13 
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〇令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）より抜粋 

 

 

（４）特別地域加算      《 国基準訪問型サービスのみ 》【額の算定に関する要綱 別表 １ 注８】 

別に厚生労働大臣が定める地域（平成２４年厚生労働省告示第１２０号）に所在し、かつ、厚生労働省の使

用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と届出を行おうとする者の使用に係る電子計算機とを電

気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法であって、当該電気通信回線を通じて情報が送信され、

厚生労働省の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報が記録されるもの（やむを得ない事情に

より当該方法による届出を行うことができない場合にあっては、電子メールの利用その他の適切な方法とする。

以下「電子情報処理組織を使用する方法」という。）により市長に対し、厚生労働省老健局長が定める様式によ
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る届出を行った指定国基準訪問型サービス事業所（その一部として使用される事務所が当該地域に所在しない

場合は、当該事業所を除く。）又はその一部として使用される事務所の訪問介護員等が指定国基準訪問型サービ

スを行った場合は、所定単位数の１００分の１５に相当する単位数を所定単位数に加算する。 

 

【厚生労働大臣が定める地域】 

 神奈川県は以下のとおり。 

  山北町（三保、共和、清水）、清川村（宮ヶ瀬、煤ヶ谷）、 

相模原市緑区（旧津久井町（青根、鳥屋）、旧藤野町（牧野）） 

 

（５）中山間地域等における小規模事業所加算《 国基準訪問型サービスのみ 》【額の算定に関する要綱 別表１注９】 

 別に厚生労働大臣が定める地域（平成２１年厚生労働省告示第８３号）に所在し、かつ、１月当たり実利用

者数が５人以下であって、電子情報処理組織を使用する方法により、市長に対し、老健局長が定める様式によ

る届出を行った指定国基準訪問型サービス事業所（その一部として使用される事務所が当該地域に所在しない

場合は、当該事務所を除く。）又はその一部として使用される事務所の訪問介護員等が指定国基準訪問型サー

ビスを行った場合は、所定単位数の１００分の１０に相当する単位数を所定単位数に加算する。 

【厚生労働大臣が定める中山間地域等の地域】 

 山北町、湯河原町、清川村、相模原市の一部、南足柄市の一部、大井町の一部、松田町の一部、真鶴町 

 

 

（６）中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算《国基準訪問型サービスのみ》【額の算定に関する要綱 別表 １ 注１０】 

 指定国基準訪問型サービス事業所の訪問介護員等が、別に厚生労働大臣が定める地域（平成２１年厚生労働

省告示第８３号）に規定する基準を準用し、その定める地域に居住している利用者に対して、通常の事業の実

施地域（国基準訪問型サービス要綱第２６条第５号に規定する通常の事業の実施地域をいう。）を越えて、指

定国基準訪問型サービスを行った場合は、所定単位数の１００分の５に相当する単位数を所定単位数に加算す

る。 

 

【厚生労働大臣が定める中山間地域等の地域】 

 山北町、湯河原町、清川村、相模原市の一部、南足柄市の一部、大井町の一部、松田町の一部、真鶴町 

 

 

（７）初回加算                【額の算定に関する要綱 別表 １（３） / 別表 ３（３）】 

《 国基準訪問型サービス 》   ２００単位 

《 訪問型サービスＡ 》     １４０単位 

 

指定国基準訪問型サービス事業所において、新規に国基準訪問型サービス計画を作成した利用者に対して、

サービス提供責任者が初回若しくは初回の指定国基準訪問型サービスを行った日の属する月に指定国基準訪問

型サービスを行った場合又は当該指定国基準訪問型サービス事業所のその他の訪問介護員等が初回若しくは初

回の指定国基準訪問型サービスを行った日の属する月に指定国基準訪問型サービスを行った際にサービス提供
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責任者が同行した場合は、１月につき所定単位数を加算する。 

 

① 本加算は利用者が過去２月（暦月）に、当該指定国基準訪問型サービス事業所から指定国基準訪問型サ

ービスの提供を受けていない場合に算定される。 

② サービス提供責任者が指定国基準訪問型サービスに同行した場合については、同行訪問した旨を記録す

る必要がある。 

③ サービス提供責任者が同行訪問した場合においては、当該サービス提供責任者は指定国基準訪問型サー

ビスに要する時間を通じて滞在することは必ずしも必要ではなく、利用者の状況等を確認した上で、途中

で現場を離れた場合であっても、算定は可能である。 

Check👇 

●21.3.23 介護保険最新情報 vol.69 平成 21 年 4 月改定関係 Q＆A(vol.1) ／33、34 

 

（８）生活機能向上連携加算          【額の算定に関する要綱 別表 １（４） / 別表 ３（４）】 

《 国基準訪問型サービス 》 

 ア 生活機能向上連携加算（Ⅰ）   １００単位 

 イ 生活機能向上連携加算（Ⅱ）   ２００単位 

《 訪問型サービスＡ 》 

ア 生活機能向上連携加算（Ⅰ）    ７０単位 

イ 生活機能向上連携加算（Ⅱ）   １４０単位 

 

① 生活機能向上連携加算（Ⅱ）について 

利用者に対して、指定介護予防訪問リハビリテーション事業所、指定介護予防通所リハビリテーション事

業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設（医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の

２第２項に規定する医療提供施設をいい、病院にあっては、認可病床数が２００床未満のもの又は当該病院

を中心として半径４キロメートル以内に診療所が存在しないものに限る。）（以下、「リハビリテーション事業

所等」という。）の医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下、「理学療法士等」という。）が、指

定介護予防訪問リハビリテーション、指定介護予防通所リハビリテーション等の一環として当該利用者の居

宅を訪問する際にサービス提供責任者が同行する等により、当該理学療法士等と利用者の身体の状況等の評

価を共同して行い、かつ、生活機能の向上を目的とした国基準訪問型サービス計画を作成した場合であって、

当該理学療法士等と連携し、当該国基準訪問型サービス計画に基づく指定国基準訪問型サービスを行ったと

きは、初回の当該指定国基準訪問型サービスが行われた日の属する月以降３月の間、１月につき所定単位数

を加算する。ただし、生活機能向上連携加算（Ⅰ）を算定している場合は、算定しない。 

  この場合の「リハビリテーションを実施している医療提供施設」とは、診療報酬における疾患別リハビリ

テーション料の届出を行っている病院若しくは診療所又は介護老人保健施設、介護療養型医療施設若しくは

介護医療院である。 

 

イ 「生活機能の向上を目的とした国基準訪問型サービス計画」とは 
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  利用者の日常生活において介助等を必要とする行為について、単に訪問介護員等が介助等を行うのみな

らず、利用者本人が、日々の暮らしの中で当該行為を可能な限り自立して行うことができるよう、その有

する能力及び改善可能性に応じた具体的目標を定めた上で、訪問介護員等が提供する指定国基準訪問型サ

ービスの内容を定めたものでなければならない。 

ロ イの国基準訪問型サービス計画の作成について 

   イの国基準訪問型サービス計画の作成に当たっては、リハビリテーション事業所等の理学療法士等が利

用者の居宅を訪問する際にサービス提供責任者が同行する又は当該理学療法士等及びサービス提供責任者

が利用者の居宅を訪問した後に共同してカンファレンス（サービス担当者会議として開催されるものを除

く。）を行い、当該利用者のＡＤＬ（寝返り、起き上がり、移乗、歩行、着衣、入浴、排せつ等）及びＩ

ＡＤＬ（調理、掃除、買物、金銭管理、服薬状況等）に関する利用者の状況につき、理学療法士等とサー

ビス提供責任者が共同して、現在の状況及びその改善可能性の評価（以下、「生活機能アセスメント」と

いう。）を行うものとする。 

   カンファレンスは、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。この際、個人情報保護

委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚

生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

   また、この場合の「カンファレンス」は、サービス担当者会議の前後に時間を明確に区分した上で、サ

ービス提供責任者及び理学療法士等により実施されるもので差し支えない。 

 

ハ 生活機能の向上を目的とした国基準訪問型サービス計画の要件 

国基準訪問型サービス計画には、生活機能アセスメントの結果のほか、次に掲げるその他の日々の暮ら

しの中で必要な機能の向上に資する内容を記載しなければならない。 

(1) 利用者が日々の暮らしの中で可能な限り自立して行おうとする行為の内容 

(2) 生活機能アセスメントの結果に基づき、(1)の内容について定めた３月を目途とする達成目標 

(3) (2)の目標を達成するために経過的に達成すべき各月の目標 

(4) (2)及び(3)の目標を達成するために訪問介護員等が行う介助等の内容 

 

ニ 計画の達成目標について 

ハの(2)及び(3)の達成目標については、利用者の意向及び利用者を担当する介護支援専門員の意見も踏

まえ策定するとともに、利用者自身がその達成度合いを客観視でき、当該利用者の意欲向上につながるよ

う、例えば、当該目標に係る生活行為の回数や当該生活行為を行うために必要となる基本的な動作（立位

又は座位の保持等）の時間数といった数値を用いる等、可能な限り具体的かつ客観的な指標を用いて設定

すること。 

 

ホ 加算算定の期間について 

本加算は、生活機能アセスメントに基づき、生活機能の向上を目的とした国基準訪問型サービス計画に

基づき提供された初回の指定国基準訪問型サービスの提供日が属する月以降３月を限度として算定される

ものであり、３月を超えて算定しようとする場合は、再度生活機能アセスメントに基づき国基準訪問型サ

ービス計画を見直す必要があること。なお、当該３月の間に利用者に対する指定介護予防訪問リハビリテ
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ーション又は指定介護予防通所リハビリテーション等の提供が終了した場合であっても、３月の間は本加

算を算定することができる。 

 

 ヘ 加算算定期間中の注意点 

   本加算を算定する期間中は、各月における目標の達成度合いを利用者及びリハビリテーション事業所等

の理学療法士等に報告し、必要に応じて利用者の意向を確認し、当該理学療法士等から必要な助言を得た

上で、利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの改善状況及びハの(2)の達成状況を踏まえた適切な対応を行わなけ

ればならない。 

 

② 生活機能向上連携加算（Ⅰ）について 

サービス提供責任者が、リハビリテーション事業所等の理学療法士等の助言に基づき、生活機能の向上を

目的とした国基準訪問型サービス計画を作成し、当該国基準訪問型サービス計画に基づく指定国基準訪問型

サービスを行ったときは、初回の当該指定国基準訪問型サービスが行われた日の属する月に、所定単位数を

加算する。 

本加算は、理学療法士等が自宅を訪問せずにＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する利用者の状況について適切に把

握した上でサービス提供責任者に助言を行い、サービス提供責任者が、助言に基づき国基準訪問型サービス

計画を作成（変更）するとともに、計画作成から３月経過後、目標の達成度合いにつき、利用者及び理学療

法士等に報告することを定期的に実施することを評価するものである。 

生活機能向上連携加算（Ⅰ）については、①のイ、ハ、ニを適用する。 

 

イ 理学療法士等からの助言について 

①イの国基準訪問型サービス計画の作成に当たっては、リハビリテーション事業所等の理学療法士等

は、当該利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する利用者の状況について、リハビリテーション事業所等の場

において把握し、又は、指定国基準訪問型サービス事業所のサービス提供責任者と連携してＩＣＴを活用

した動画やテレビ電話装置等を用いて把握した上で、当該指定国基準訪問型サービス事業所のサービス提

供責任者に助言を行うこと。なお、ＩＣＴを活用した動画やテレビ電話装置等を用いる場合においては、

理学療法士等がＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する利用者の状況について適切に把握することができるよう理学

療法士等とサービス提供責任者で事前に方法等を調整するものとする。 

 

ロ 助言内容の国基準訪問型サービス計画への記載について 

当該指定国基準訪問型サービス事業所のサービス提供責任者は、②イの助言に基づき、生活機能アセス

メントを行った上で、①イの国基準訪問型サービス計画を作成すること。なお、①イの国基準訪問型サー

ビス計画には②イの助言の内容を記載すること。 

 

ハ 加算算定の期間について 

本加算は、①イの国基準訪問型サービス計画に基づき指定国基準訪問型サービスを提供した初回の月に

限り、算定されるものである。なお、②イの助言に基づき国基準訪問型サービス計画を見直した場合に

は、本加算を算定することは可能であるが、利用者の急性増悪等により国基準訪問型サービス計画を見直
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した場合を除き、①イの国基準訪問型サービス計画に基づき指定国基準訪問型サービスを提供した翌月及

び翌々月は本加算を算定しない。 

 

ニ 加算算定期間中の注意点 

   計画作成から３月経過後、目標の達成度合いにつき、利用者及びの理学療法士等に報告すること。な

お、再度②イの助言に基づき国基準訪問型サービス計画を見直した場合には、本加算の算定が可能であ

る。 

 

（９）口腔連携強化加算          【額の算定に関する要綱 別表 １（５） / 別表 ３（５）】 

 【新設】  

《 国基準訪問型サービス 》 口腔連携強化加算   ５０単位 

《 訪問型サービスＡ 》   口腔連携強化加算   ５０単位 

 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、市長

に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定国基準訪問型サービス事業所の従業者が、口腔の健康

状態の評価を実施した場合において、利用者の同意を得て、歯科医療機関及び担当職員、介護支援専門員又は

第１号介護予防支援事業に従事する者に対し、当該評価の結果の情報提供を行ったときは、口腔連携強化加算

として、１月に１回に限り所定単位数を加算する。 

 

（１０）介護職員処遇改善加算    【令和６年４月１日施行 額の算定に関する要綱 別表 １（６） / 別表 ３（６）】   

【令和６年５月３１日まで】 

別に厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号）第４８号に規定する基準を準用し、

当該基準に適合している介護職員の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組織を使用する方

法により、市長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定国基準訪問型サービス事業所が、利用

者に対し、指定国基準訪問型サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、令和６年５月３１日ま

での間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合

においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

 

ア 介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 所定単位数(*)の１０００分の１３７に相当する単位数 

イ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ） 所定単位数(*)の１０００分の１００に相当する単位数 

ウ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ） 所定単位数の(*)１０００分の５５に相当する単位数 

*所定単位数とは 

  総単位数(**)に地域単価（１０．７）を掛けた単位数 

**総単位数とは 

  ①国基準訪問型サービス：基本単位に以下の加算・減算を加えた単位数 

   ・初回加算 

   ・生活機能向上連携加算（Ⅰ）（Ⅱ） 

   ・口腔連携強化加算 

  ②訪問型サービスＡ（一体型に限る）：基本単位数のみ 
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（１１）介護職員等特定処遇改善加算 【令和６年４月１日施行 額の算定に関する要綱 別表 １（７） / 別表 ３（７）】 

【令和６年５月３１日まで】 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、電子

情報処理組織を使用する方法により、市長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定国基準訪問

型サービス事業所が、利用者に対し指定国基準訪問型サービス事業を行った場合は、当該基準に掲げる区分に

従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合に

おいては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

 

ア 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） 所定単位数(*)の１０００分の６３に相当する単位数 

イ 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ） 所定単位数(*)の１０００分の４２に相当する単位数 

 *所定単位数については、介護職員処遇改善加算を参照 

 

 

（１２）介護職員等ベースアップ等支援加算【令和６年４月１日施行 額の算定に関する要綱 別表 １（８） / 別表 ３（８）】 

【令和６年５月３１日まで】 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、電子

情報処理組織を使用する方法により、市長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った国基準訪問型サ

ービス事業所が、利用者に対し、国基準訪問型サービスを行った場合は、所定単位数の１０００分の２４に相

当する単位数を所定単位数に加算する。 

 

※ 所定単位数については、介護職員処遇改善加算を参照 

 

（１３）介護職員等処遇改善加算      【額の算定に関する要綱 別表 １（６） / 別表 ３（６）】 

【令和６年６月１日から】（※要届出、区分支給限度額の算定対象外） 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報

処理組織を使用する方法により、市長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定国基準訪問型サ

ービス事業所が、利用者に対し、指定国基準訪問型サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、

次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において

は、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

 

【経過措置について】 

令和７年３月３１日までの間、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等の賃金の改善等を実施

しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、市長に対し、老健局長が定める様式による届

出を行った指定国基準訪問型サービス事業所（注１の加算を算定しているものを除く。）が利用者に対し、指定

国基準訪問型サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算

する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定し

ない。 
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■介護職員等処遇改善加算一覧 ※令和６年６月１日から施行の新処遇改善加算を記載しています。 

令和６年６月から〔３加算を結合〕 

（１）Ⅰ 所定単位数の 245/1000 加算  

 （２）Ⅱ 所定単位数の 224/1000 加算 

（３）Ⅲ 所定単位数の 182/1000 加算 

（４）Ⅳ 所定単位数の 145/1000 加算 

 改訂前３加算の取得状況 

処遇 特定 ベア 

（５）Ⅴ  

 

※経過措置として

令和７年３月まで

算定可 

（一）Ⅴ(1) 所定単位数の  221/1000 加算 （Ⅰ） （Ⅰ） なし 

（二）Ⅴ(2) 所定単位数の  208/1000 加算 （Ⅱ） （Ⅰ） 有 

（三）Ⅴ(3) 所定単位数の  200/1000 加算 （Ⅰ） （Ⅱ） なし 

（四）Ⅴ(4) 所定単位数の  187/1000 加算 （Ⅱ） （Ⅱ） 有 

（五）Ⅴ(5) 所定単位数の  184/1000 加算 （Ⅱ） （Ⅰ） なし 

（六）Ⅴ(6) 所定単位数の  163/1000 加算 （Ⅱ） （Ⅱ） なし 

（七）Ⅴ(7) 所定単位数の  163/1000 加算 （Ⅲ） （Ⅰ） 有 

（八）Ⅴ(8) 所定単位数の 158/1000 加算 （Ⅰ） なし なし 

（九）Ⅴ(9) 所定単位数の  142/1000 加算 （Ⅲ） （Ⅱ） 有 

（十）Ⅴ(10) 所定単位数の  139/1000 加算 （Ⅲ） （Ⅰ） なし 

（十一）Ⅴ(11) 所定単位数の  121/1000 加算 （Ⅱ） なし なし 

（十二）Ⅴ(12) 所定単位数の  118/1000 加算 （Ⅲ） （Ⅱ） なし 

（十三）Ⅴ(13) 所定単位数の  100/1000 加算 （Ⅲ） なし 有 

（十四）Ⅴ(14) 所定単位数の   76/1000 加算 （Ⅲ） なし なし 

 

※共通事項テキストも確認してください。 

※厚生労働省ホームページにて、令和６年度介護報酬改定についてのＱ＆Ａ等更新されていますので、随時ご

確認ください。 https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38790.html  

 

介護職員等特定処遇改善加算の内容・基準等については次の通知に示されているため、参照すること。 

〇「介護職員等処遇改善加算等に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について（令

和 6年 3月 15日 老発 0315第２号）」 

〇事務連絡「介護職員等処遇改善加算等に関するＱ＆Ａ（第３版）」Vol.1277の送付について 

 

 

 

 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38790.html
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●新処遇改善加算のイメージと各区分の趣旨 ※厚生労働省作成の資料から引用   
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３ 訪問介護費を算定できるサービス行為について 

（１）国基準訪問型サービス                                     

「身体介護中心型」及び「生活援助中心型」の区分を一本化している。 

身体介護及び生活援助の具体的な取扱いは、「訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について」（平成

１２年３月１７日老計第１０号）を参考とすること。 

 

 

（２）訪問型サービスＡ                                       

「生活援助中心型」の区分とする。 

具体的な取扱いは「指定訪問介護事業所の事業運営の取扱い等について 別紙」（平成１２年１１月１６日老

振第７６号）の考え方を参考とすること。 

 

 

４ 他のサービスとの関係 

  利用者が次のサービスを受けている間は、国基準訪問型サービス費及び訪問型サービスＡ費を算定できま

せん。 

・第１号訪問事業 

・介護予防特定施設入居者生活介護 

・介護予防小規模多機能型居宅介護 

・介護予防認知症対応型共同生活介護 

・第１号通所型サービスＣ（国基準訪問型サービスを受けている場合） 

利用者が指定第１号訪問事業を受けている間は、当該事業所以外の第１号訪問事業を行う指定事業所が指定

第１号訪問介護事業を行った場合に、第１号訪問事業費は、算定しない。ただし、当該複数の第１号訪問事業

を行う指定事業所がいずれも出来高報酬の算定に係る指定第１号訪問事業を行った場合は、この限りではない。 
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【参考】料金表  ※茅ヶ崎市ホームページに掲載しているものと同じものです。 
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